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 衛公研
  SO2,CO,SPM
  NO2,Ox,NMHC
  WDWS

 都　留
  NO2,Ox
　SPM,WDWS

 上野原
  NO2,Ox
　SPM,WDWS

 日下部
  SPM,NO2
  Ox,WDWS

 県庁自排
  CO,SPM
  NO2,WDWS

 南　部
  SPM,NO2
  Ox,WDWS

 吉　田
  SPM,NO2
  Ox,WDWS

 石　和
  SPM,NO2
  Ox,WDWS

 韮　崎
  SPM,NO2
  Ox,WDWS

 小笠原
  NO2,Ox
  SPM,WDW
  S

 大　月
  SO2,SPM,NO2
  Ox,NMHC,WDWS

 
 
3-1 大気汚染の防止 

 

１ 大気汚染の状況（大気水質保全課）  

 

大気の汚染状況を常に把握し、公害の未然防止を図るため、昭和46年から大気常時監視測定

局を設け、大気汚染の状況を監視しています。平成16年度の調査結果の概要は次のとおりです。 

 
(1)大気汚染状況の常時監視 

①調査内容 

環境基本法に基づき、環境基準が

定められている二酸化いおう、一酸化

炭素、浮遊粒子状物質、二酸化窒素

及び光化学オキシダントの常時監視は、

大気汚染状況の適切な評価等の観点

から、一酸化窒素、非メタン炭化水素

及び風向・風速を併せて測定しました。 
 
②測定局の設置場所、測定項目等 
測定局は一般環境大気測定局 10

局、自動車排出ガス測定局 1局の計

11局に設置しています。 

なお、移動測定局は、平成 14年 1

月から主要幹線道路周辺に設置し、浮

遊粒子状物質の濃度を中心に測定し

ています。 

 

③調査結果の概要 

 

３ さわやかな生活環境の保全と創造 

 

測定局の設置場所及び測定項目 

 

備考）ＳＯ２:二酸化いおう、ＣＯ：一酸化炭素、ＳＰＭ：

浮遊粒子状物質、ＮＯ２：二酸化窒素、Ｏｘ：光化学オ

キシダント、ＮＭＨＣ：非メタン炭化水素、ＷＤＷＳ：風

向風速 
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下表のとおり、光化学オキシダントと浮遊粒子状物質の短期評価を除くすべての項目について、

環境基準を達成しました。光化学オキシダントについては、全国的にも達成率が極めて低く、本県

においても達成されていません。 

本県の大気環境は、大気汚染物質の発生源が少ないにもかかわらず、地形的な条件や首都圏

からの大気汚染物質の移流により、環境基準が達成されないことがあります。 

 

(2)有害大気汚染物質の測定結果の概況 

有害大気汚染物質のうち、環境基準が定められているベンゼン、トリクロロエチレン、テトラクロロ

エチレン及びジクロロメタンの 4物質並びに指針値8が設けられているアクリロニトリル、塩化ビニル

モノマー、水銀9及びニッケル化合物の4物質など、揮発性有機化合物等11物質の測定を県内で

実施しました。  

揮発性有機化合物9物質は県内4地点、水銀及びニッケル化合物については衛生公害研究所

1地点で実施しました。 

                                                   
8 平成15年９月30日に環境省が設定した「環境中の有害大気汚染物質による健康リスクの低減を図るための指針となる数値」をいう。 

9 指針値は水銀について定まっているが、測定方法は水銀及びその化合物について定まっているため、指針値に対する評価にはその測定結果を用いた。 

二酸化窒素 光化学ｵｷｼﾀﾞﾝﾄ

環境上の条件

１時間値の一日
平均値が0.04ppm
から0.06ppmまで
のゾーン内又は
それ以下であるこ
と。

１時間値が0.06ppm
以下であること。

測定局数 11 10

有効測定局数 11 10

評価方法
短期的評
価

長期的評価 短期的評価 長期的評価 短期的評価 長期的評価 長期的評価 短期的評価

達成測定局

衛公研･大
月

衛公研･大
月

衛公研･県庁
自排

衛公研･県
庁自排

衛公研･大
月･上野原・
石和･吉田･
南部･都留・
小笠原・日下
部･韮崎

衛公研･大
月･上野原・
石和･吉田･
南部･都留・
小笠原・日下
部･韮崎･県
庁自排

衛公研･大月･上
野原･石和･吉田･
南部･都留･小笠
原･日下部･韮崎･
県庁自排

非達成測定局 県庁自排

衛公研･大月･上野
原・石和･吉田･南部･
都留・小笠原・日下
部･韮崎

達成率 91% 100% 100% 0%

平成16年度　大気汚染に係る環境基準の達成状況

浮遊粒子状物質

11

11

2

2

100%

１時間値の一日平均値が
10ppm以下であり、かつ、
１時間値の８時間平均値
が20ppm以下であること。

１時間値の一日平均値が

0.10mg/m
3
以下であり、か

つ、１時間値が0.20㎎/m
3

以下であること。

一酸化炭素二酸化いおう

2

100%

１時間値の一日平均値が
0.04ppm以下であり、か
つ、１時間値が0.1ppm以
下であること。

2

評価方法
 (1) 短期的評価（二酸化いおう、一酸化炭素、浮遊粒子状物質、光化学オキシダント）　測定を行った日についての１時間値の１日
平均値若しくは８時間平均値又は各１時間値を環境基準と比較して 評価を行う。
 (2) 長期的評価
 　①　二酸化いおう、一酸化炭素及び浮遊粒子状物質１年間の測定を通じて得られた１日平均値のうち、高い方から数えて２％の
範囲にある測定値を除外した後の最高値を環境基準と比較して評価を行う。ただし、環境基準を超える日が２日以上連続した場合
は、未達成と評価する。
 　②　二酸化窒素
 １年間の測定を通じて得られた１日平均値のうち、低い方から数えて98％目に当たる値を環境基準と比較して評価を行う。
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ベンゼン トリクロロエチレン テトラクロロエチレン ジクロロメタン

環境上の条件

１年平均値が

0.003ｍｇ／ｍ３以下
であること。

１年平均値が

0.2 ｍｇ／ｍ
３
以下

であること。

１年平均値が

0.2 ｍｇ／ｍ
３
以下

であること。

１年平均値が

0.15ｍｇ／ｍ
３
以下

であること。

測定地点数 4 4 4 4

達成地点

衛生公害研究所
大月保健所
吉田保健所

衛生公害研究所
大月保健所
吉田保健所
県庁自動車排ガス局

衛生公害研究所
大月保健所
吉田保健所
県庁自動車排ガス局

衛生公害研究所
大月保健所
吉田保健所
県庁自動車排ガス局

非達成地点 県庁自動車排ガス局
 

達成率 75% 100% 100% 100%

アクリロニトリル 塩化ビニルモノマー 水銀 ニッケル化合物

指針となる数値
年平均値

2μｇ／ｍ３以下

年平均値

10μｇ／ｍ
３
以下

年平均値

0.04μｇ Ｈｇ／ｍ
３
以下

年平均値

0.025μｇ Ni／ｍ
３
以下

測定地点数 4 4 1 1

指針値を下回っ
た地点

衛生公害研究所
大月保健所
吉田保健所
県庁自動車排ガス局

衛生公害研究所
大月保健所
吉田保健所
県庁自動車排ガス局

衛生公害研究所 衛生公害研究所

達成率 100% 100% 100% 100%

平成16年度有害大気汚染物質に係る環境基準の達成状況

平成16年度有害大気汚染物質に係る指針値の達成状況  

 

(3)植物影響調査 

光化学オキシダントに対し感受性の高い植物であるアサガオ（品種：スカーレット・オハラ種）を使

用して、光化学スモッグによる植物に対する影響を調査しました。調査は、県内 10か所の小中学

校と衛生公害研究所（衛公研）でアサガオを栽培し、葉に白色斑点が現われるという被害を観察す

る方法で行いました。 
各観察地点における調査結果は下表のとおりであり、10か所の観察地点で葉への被害が観察

されました。 
 

草丈 被害葉数 被害葉率 草丈 被害葉数 被害葉率 最高値

(cm) (枚) (%) (cm) (枚) (%) 日数'時間数' 日数'時間数' ppm'

平 和 中 7月15日 63 0.0 0 8月 5日 117 0.3 2 上野原 20 125 4 10 0.175

下和田小 7月15日 73 0.7 3 8月 4日 123 7.3 12 大　月 17 107 1 5 0.143

禾生第二小 7月15日 63 0.7 5 8月 2日 217 1.3 3 都　留 19 116 3 8 0.149

吉 田 小 7月15日 30 4.0 53 8月13日 160 9.5 40 吉　田 13 58 0 0 0.116

身延南小 7月16日 100 5.3 36 8月 9日 270 12.0 35 南　部 21 131 0 0 0.116

小笠原小 7月15日 53 0.7 8 8月 5日 183 2.3 13 小笠原 19 94 0 0 0.098

韮崎北西小 7月14日 83 7.3 49 8月 6日 317 32.0 87 韮　崎 13 54 0 0 0.089

伊 勢 小 7月15日 87 0.0 0 8月 2日 233 0.0 0

衛 公 研 7月15日 63 0.3 3 8月 1日 173 0.3 2

富士見小 7月15日 63 2.3 17 8月 8日 303 6.3 18 石　和 18 79 0 0 0.105

山梨南中 7月15日 27 0.3 4 8月 2日 110 5.0 31 日下部 17 85 1 2 0.122

平　均 64 2 16 201 7 22 17 93 1 3 0.121

0 0.095衛公研 16 81 0

アサガオ観察結果 昼間(8～20時)のオキシダント濃度

観察地点 観察日Ａ 観察日Ｂ 測定局
0.06ppmを超えた 0.12ppm以上の

 平成16年度 植物影響調査結果 
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身延南小 吉田小 禾生第二

富士見小

韮崎北西
小

小笠原小

衛公研 伊勢小

平和中

下和田小

山梨南中

40%

20%

凡例：被害葉率(%)

観
測
日

Ａ

観

測
日
Ｂ

 
各参加校のアサガオ被害葉率 

 

２ 大気汚染防止対策（大気水質保全課） 

 

大気汚染の防止対策としては、汚染物質の固定発生源である工場、事業場の立入検査を実施

し、窒素酸化物等の有害物質等の排出基準の遵守状況を監視し、指導を行っているほか、移動

発生源対策として、低公害車の導入支援を行っています。 

また、本県は、首都圏からの大気汚染物質の移流が多いため、光化学オキシダント濃度や光化

学スモッグ注報の発令状況などの情報を広域的に収集し、発令基準に達した場合には、光化学ス

モッグ注意報等を発令し、健康被害の発生防止に努めています。 

 

(１)ばい煙等の排出規制（大気水質保全課） 

平成 16年度末現在の大気汚染防止法及び山梨県生活環境の保全に関する条例(平成 17年

10月１日施行)に基づく規制対象施設の届出数は下表のとおりです。 

  

種類

林務
環境部名

事業所数 事業所数 事業所数 事業所数 事業所数 事業所数 事業所数

峡　中 576 17 19 2 13 89 9 725 284 173 24 0 0 45 13 7 7 52 20 950 348

峡　東 269 3 13 0 5 32 27 349 165 96 10 0 0 30 11 6 6 36 17 481 209

峡　南 133 6 4 3 2 18 5 171 84 127 21 0 0 14 7 1 1 15 8 313 121

峡　北 265 6 9 19 7 30 14 350 140 60 12 0 0 7 5 10 10 17 15 427 182

大　月 129 4 7 7 6 13 3 169 97 139 14 0 0 32 17 9 9 41 26 349 163

吉　田 417 5 9 0 6 14 2 453 213 0 0 0 0 41 15 6 6 47 21 500 255

合   計 1,789 41 61 31 39 196 60 2,217 983 595 81 0 0 169 68 39 39 208 107 3,020 1,171

0
H.16.3.31
現在

1,793 39 61 35 39 195 65 2,227 988 632 82 6 2 199 74 43 42 242 116 3,107 1,188

金属
溶解炉

ばい煙
（廃棄物焼却炉）

小　計

粉じん
（製綿施設）

一般粉じん
発生施設

特定粉じん
発生施設

ばい煙発生施設

                                                       林務環境部別　ばい煙・粉じん発生施設及び条例に基づく特定施設                         (17年３月31日現在)

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ
機　　関

焼成炉
その他

小計乾燥炉 ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ

条例に基づく特定施設数

合　計

ボイラー
廃棄物
焼却炉

 



 

 
 
74

年度 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

実施工場・事業場数 162 176 237 245 353 280 285 332 229 196

勧告その他行政指導実施 18 18 10 10 10 3 7 16 12 5

実施工場・事業場数 59 59 75 25 3 45 45 43 135 47

勧告その他行政指導実施 4 3 3 1 1 0

ばい煙発生施設等(*1)

一般粉じん・特定粉じん
発生施設等(*2)

立入検査実施状況

＊１ 大気汚染防止法に基づくばい煙発生施設と条例に基づくばい煙に係る特定施設

＊２ 大気汚染防止法に基づく一般粉じん・特定粉じん発生施設と条例に基づく粉じんに係る特定施設

 

(2)工場等に対する監視・指導 

①概要 

大気汚染防止法等に基づき、排出基準の遵守状況、自主検査の実施状況等を調査するため、

各地域振興局林務環境部・衛生公害研究所が、ばい煙・一般粉じん・特定粉じん発生施設等を有

する工場・事業場の立入検査を実施しました。 

平成 16年度は、1,17１の工場・事業場のうち 243の工場・事業場について立入検査を実施し、

ばい煙等の排出状況、施設の管理状況、法や条例に基づく届出内容の確認等を行いました。 

 

②実施結果 

  立入検査による行政指導件数は5件で、廃棄物焼却炉に係るものが2件、ディーゼル機関が2

件、アルミ溶解炉に係るものが 1件でした。これらの原因は、施設の不適正な使用や維持管理の

不備で、施設の適正使用及び維持管理の徹底を事業者に注意指導するとともに、適正な焼却物

の選定、法や条例に基づく自主検査の励行などを指導しました。 

 

(3)窒素酸化物削減対策（大気水質保全課） 

発生源が少ないにも関わらず、本県の大気環境は良好な状況とは言えず、特に平成 4年度に

は光化学オキシダントに係る緊急時の注意報発令日数が全国で最高となり、その後も人的被害等

の報告がありました。このため、平成4年度から行ってきた光化学オキシダントの主原因物質である

窒素酸化物・炭化水素類の排出実態調査、上空オゾン濃度調査及び高層気象観測等の結果をも

とに、平成8年度に「大気拡散シミュレーションモデル」を作成しました。 

このモデルを用いて県内、県外の窒素酸化物等の排出状況から光化学オキシダントの発生量

等を推計したところ、光化学オキシダントの将来日最高濃度（平成 15年）は、大都市地域における

自動車ＮＯｘ法（現、自動車ＮＯｘ・ＰＭ法）や各種対策等の対策の効果により平成6年度に比べ低

減することが予測されました。 

しかし、県内で排出されている窒素酸化物も光化学オキシダントの発生原因であることから、平

成10年度に「窒素酸化物削減計画」を策定し、県内の窒素酸化物排出量を20％削減する目標を

設定し、低公害車の普及やアイドリングストップ運動の推進等により自動車からの窒素酸化物排出

量を 24％削減する移動発生源対策と低ＮＯｘ燃焼機器の普及やばい煙発生施設の適正使用等

により窒素酸化物排出量を10％削減する固定発生源対策を推進しています。 

なお、平成17年度には平成15年度における窒素酸化物の排出実態調査及び平成25年度に
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おける推定排出量調査を実施し、その結果をもとに平成 18年度以降新たな削減対策について検

討していくこととしています。 

 

(4)低公害車の普及促進（大気水質保全課） 

自動車からは窒素酸化物及び浮遊粒子状物質等の大気汚染物質が排出されているため、自

動車排出ガス対策の必要性は依然として高く、国では、平成13年6月に自動車ＮＯｘ・ＰＭ法を制

定するとともに、排出ガス規制値を強化しているところですが、本県においても、環境への負荷が

少ない自動車の普及が必要となっています。 

県では、低公害車を積極的に導入するため、平成9年3月に策定した「県有車両への低公害車

導入方針」を見直し、平成13年3月に「県有車両への低公害車導入方針（第２次計画）」を策定し、

平成16年度までに圧縮天然ガス（ＣＮＧ）自動車を53台導入しました。さらに、平成 16年2月に

は「県有車両への低公害車導入方針（第３次計画）」を策定し、低公害車の導入促進を図っていま

す（なお、この第３次計画の策定を契機に、平成８年４月に創設した山梨県低公害車指定制度は、国土交通省で平成 12年３月

に低排出ガス車認定実施要領を制定し、排出ガスレベルをステッカーで識別できる制度が普及してきたことに伴い、平成 16年３

月末で廃止した。）。 

県では、ディーゼル自動車の低公害車への転換を進めるための支援として、路線バスへの低公

害車を導入する際の改造費を助成しており、平成16年度末までに48台のＣＮＧバスが導入されて

います。 

 

 

 

(5)浮遊粒子状物質対策（大気水質保全課）                                       

浮遊粒子状物質（SPM）10の主な発生源は、環境省の調査結果によると、関東地域では自動車

が 34％、工場等が 29％、火山活動等の自然界由来が 24％で、そのうち自動車に由来するＳＰＭ

                                                   
10 （Suspended Particulate Matter）大気中に浮遊する粒子状物質のうち、粒径が10μｍ（100分の1ｍｍ）以下の物質をいう。 

山梨県甲府天然ガススタンド・エコステーション 甲府市飯田3-2-34

ハイランドエコ・ステーション 南都留郡富士河口湖町船津字剣丸尾6663

天然ガス充填所

ＣＮＧ自動車の普及に不可欠な天然ガス充填所で一般に利用が可能な天然ガス充填所は、上表
のとおり２か所である。なお、小型燃料充填所を設置している事業所も２か所(山梨県庁構内、東
京ガス㈱甲府支社内)ある。

種類 電気 ﾒﾀﾉｰﾙ ＣＮＧ ハイブリッド

低燃費かつ
低排出ガス
認定車 ［新
☆☆☆☆～
☆］

合計 登録自動車計 低公害車普及率

台数 1 0 128 318 67,795 68,242 441,171 15.5%

※ 軽自動車・二輪車を除く。（国土交通省「低公害車都道府県別保有台数調査」）

低公害車の普及状況（平成１７年３月末現在）
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は、ディーゼル車からの排出ガスが主原因であるとされています。また、大都市地域では、自動車

保有台数の増加に伴う走行量の大幅な伸びなどにより、自動車排出ガスに起因するＳＰＭによる

大気汚染は依然として厳しい状況です。 

本県においては、平成13年6月に「山梨県自動車排出ガス対策庁内検討会議」を設置し、ＳＰ

Ｍの削減について検討を開始するとともに、

平成14年度から平成16年度にかけＳＰＭの

測定体制の強化や主要幹線道路周辺にお

けるＳＰＭ濃度の把握などを行いました。今

後は、これらの調査結果を基に、ＳＰＭの削

減対策について検討していきます。 

 

(6)光化学スモッグ対策（大気水質保全課） 

①光化学オキシダント濃度の測定状況 
本県における光化学オキシダントは、10測定局とも環境基準が非達成でした。また、光化学スモ

ッグ注意報の発令レベルである0.12ppm以上の出現状況は、下表のとおりで平成16年度は７測定

局でした。県東部地域の上野原測定局及び大月測定局は、首都圏からの大気汚染物質の移流に

より、光化学オキシダントが高濃度となる状況が続いています。 

　　年度 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

衛 公 研  1/  1 1/3

大　  月  7/ 13  2/  2  4/  6  4/  7  4/ 1216/ 35 4/ 18 5/ 11 2/  5 1/5

上 野 原  4/  8  4/ 10  3/  5  5/ 13  5/  9 12/2413/ 3114/ 357/ 12 4/10

石  　和  1/  1

吉  　田  1/  1  3/ 10

身  　延  3/ 14  2/  6  2/  5 － － －

富沢(移動局) － － － －  3/  7  2/  4 － － －

南  　部 － － － － － － －  2/  3 1/  4 1/4

小 笠 原  2/  6  1/  4 1/3

都  　留 1/5

日 下 部 －  1/  2

韮  　崎 －  1/  1  2/  3 1/3

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（日数/時間）

光化学オキシダント濃度の昼間（午前5時～午後8時）の１時間値が0.120ppm以上
の日数及び時間数  

②緊急時対策の実施 
光化学オキシダントによる大気汚染の緊急時に対処するため、昭和51年７月に「山梨県光化学

スモッグ緊急時対策要綱」を制定し、光化学スモッグ注意報等の発令を行い、光化学スモッグによ

る健康被害の発生防止に努めています。平成16年度には、注意報を５回発令しましたが、健康被

害の届出はありませんでした。 

 

 

 

 

浮遊粒子状物質対策の経緯 

・庁内検討会議でのＳＰＭ削減対策の検討（13年度～） 

・既存測定局へＳＰＭ計等の増設（14年度～16年度） 

  平成16年度：上野原、小笠原及び都留の測定局 

・移動測定局の活用による主要幹線道路周辺におけるＳＰＭ

濃度の把握（14年度～15年度） 

・ＳＰＭ成分等詳細調査（15年度～16年度） 
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(7)エコドライブ運動の推進（循環型社会推進課） 

自動車の排気ガスに含まれる地球温暖化の主因である二酸化炭素、大気汚染の元凶である窒

素酸化物の排出を抑制するため、環境に配慮した運転をする「エコドライブ運動」を平成16年度か

ら推進しています。 

これは、平成 9年度から取り組んできたアイドリング・ストップ運動を継承・強化したもので、「アイ

ドリング・ストップ」を含む「エコドライブ 10のすすめ」の中から、取り組む項目を指定し宣言・実行し

てもらい、宣言者にはステッカーを配付しています。平成 １6年度の宣言数（H16.10～H17.3）は、

1,345名となっています。 

 

〔エコドライブ１０のすすめ〕 

 ・無用なアイドリングをしない（アイドリング・ストップ） 

 ・無用な空ぶかしをしない 

 ・急発進及び急加速をしない 

 ・交通の状況に応じた安全な定速走行に努める 

 ・早めにシフトアップする 

 ・減速時には、エンジンブレーキを活用する 

 ・確実な点検・整備を実施する（タイヤの空気圧、エア・クリーナ・エレメントの状態等） 

 ・不要な荷物を積まない また、燃料をむやみに満タンにしない 

 ・エアコンの使用を控えめにする 

 ・計画的なドライブを心掛ける 

 

(8)道路整備による交通の分散・円滑化（道路整備課、道路管理課） 

 地球温暖化防止のためには、自動車による二酸化炭素等排出の削減も大きな課題となってい

ます。二酸化炭素等の排出を抑制するためには、交通渋滞や混雑を緩和することにより走行速度

 予　　報
　オキシダント濃度が0.12ppm以上になることが予想され、当該状態が更に悪化することが予想され
るとき

 注 意 報 　オキシダント濃度が0.12ppm以上になり、気象条件からみて、その状態が継続すると認められるとき

 警　　報 　オキシダント濃度が0.24ppm以上となり、気象条件からみて、その状態が継続すると認められるとき

 重大警報   オキシダント濃度が0.4ppm以上となり、気象条件からみて、その状態が継続すると認められるとき

注意報等発令基準  

発令月日 発令種類 発令地域 健康被害の届出状況

５月１日（土）      注意報 峡南南部・甲府・小笠原・韮崎 なし

７月３日（土）      注意報 大月・上野原・都留 なし

７月７日（水）      注意報 上野原 なし

７月１３日（火）      注意報 上野原 なし

７月２７日（火）      注意報 上野原 なし 

平成1６年度光化学スモッグ注意報の発令状況等  
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を改善することや、鉄道駅等との交通結節点の利用性を向上し、公共交通機関の利用を促進する

ことにより自動車依存度の低減を図るなどの必要があります。 

このため、環状道路の整備や、交通が集中している都市部の主要交差点の改良など、事業実

施による二酸化炭素等の削減効果が大きく期待される箇所を重点に整備しています。 

平成 16年度には、新山梨環状道路南部区間若草工区や西関東連絡道路桜井～鎮目間、国

道139号富士見バイパス、愛宕町下条線などを供用開始しています。 
 
 
3-2 水質の保全 

 

１ 水質の状況（大気水質保全課） 

 

県では、水質保全対策のための常時監視として、昭和 48年度から公共用水域水質測定を、平

成元年度からは地下水についても水質測定を行っています。 また、河川については、昭和 59年

度から水生生物を指標として水質評価を行う水生生物調査も行っています。 

 

(1)公共用水域水質測定結果の概要 

本県の河川は、富士川水系、相模川水系及び多摩川水系で構成されており、本川、支川を合

わせると、河川法の一級河川が601、二級河川が9、合計610で、その総延長は、約2,096kmに及

んでいます。これらの公共用水域については、毎年、水質汚濁防止法に基づき測定計画を定めて

水質測定を実施し、その測定結果を環境基本法に基づく環境基準で評価を行っています。平成

16年度は、34水域、50地点（河川44、湖沼6地点）で水質測定を実施しました。 

 

①測定期間及び測定回数 

平成16年4月から平成17年3月までの間、毎月１日、河川は午前・午後の１日2回、湖沼は１

日1回、測定を実施しました。 

 

②測定地点及び測定機関 

  富士川、相模川、多摩川の本川、支川及び富士五湖の 34水域、50地点（河川 44、湖沼６地

点）であり、県、国土交通省及び甲府市が測定を実施しました。 

 

③測定結果 

ア 健康項目  

カドミウム、シアン等人の健康の保護に関する環境基準は、すべての公共用水域に一律に定め

られています。平成 16年度は、塩川流域（塩川ダム貯水池）において、自然由来のため、砒素が 

0.011 mg/l（年間平均値）と基準を超過しましたが、その他の項目については、すべての地点で環

境基準を達成しました。 

 



３ さわやかな生活環境の保全と創造 

 79 

イ 生活環境項目 

 ｐＨ、ＢＯＤ等生活環境の保全に関する環境基準は、利用目的に応じて河川6種類（ＡＡ、Ａ、Ｂ、

Ｃ、Ｄ、Ｅ）、湖沼 4種類（ＡＡ、Ａ、Ｂ、Ｃ）の水域類型に分類され、県内河川にはＡＡ、Ａ、Ｂ、Ｃが、

湖沼にはＡＡ、Ａがあてはめられています。 

ⅰ 水域類型があてはめられている 27水域における平成 16年度生活環境項目（河川ＢＯＤ、

湖沼ＣＯＤ）の環境基準の達成率11（かっこ内は前年度の達成率等）は次のとおりです。 

 

・河川：86.4％ 19水域／22水域 （81.8％ 18水域／22水域） 

・湖沼：80.0％  4水域／ 5水域 （60.0％  4水域／ 5水域） 

 

 

                                                   
11 ＢＯＤ又はＣＯＤの日間平均値が年間で75％以上基準に適合している地点の割合をいう。 

類型 AA：BOD１㎎/㍑以下、COD１㎎/㍑ A　：BOD２㎎/㍑以下、COD３㎎/㍑以下

B　：BOD３㎎/㍑以下 C　：BOD５㎎/㍑以下

2.9 ○

3.0

80.0%

4/5

1.1

3.0

×

○

本栖湖 ５ 本栖湖湖心 AA

精進湖湖心

○

○

川
湖 精進湖 ４ A

2.4西湖湖心 A

河口湖湖心 A

山中湖湖心 A

模 五 西湖 ３

相
富 山中湖 １

士 河口湖 ２

1.1 ○

19/22

86.4%

A鶴川 ２２ 鶴川橋

西方寺橋 A 0.8 ○
川

川 笹子川 ２１

落合橋 A 0.6 ○朝日川 ２０

流 末 A 1.3 ○模 模 柄杓流川 １９

昭和橋 B 3.6 ×宮川 １８

A 1.3 ○相 相模川上流(2)１７ 大月橋

富士見橋 AA 1.0 ○
相

相模川上流(1)１６

1.8 ○

鎌田川 １５ 鎌田川流末 B 2.2 ○

B荒川下流 １４ 二川橋

桜橋 AA 0.9 ○
川

荒川上流 １３

濁川橋 C 6.1 ×川 濁川 １２

平等川流末 B 1.8 ○吹 平等川 １１

2.0 ○

日川 １０ 日川橋 A 0.8 ○

B重川 ９ 重川橋

三郡東橋 A 2.0 ○士
笛

笛吹川下流 ８

亀甲橋 A 0.6 ○笛吹川上流 ７

新大橋 B

1.9 ○

6.1 ×

○

川
黒沢川 ５ 黒沢川流末 C

滝沢川 ６

0.7富 富士川(4) ４ 南部橋 A

富士橋 A 1.7 ○
士

富士川(３) ３

富士川(２) ２ 三郡西橋 1.0

水質測定点

0.7 ○

A ○

船山橋

類型

AA

値
ＢＯＤ（ＣＯＤ）

富士川(１) １

番
号水域名

水
系
名

流
域
名

富

平成15年度 平成15年度

環境基準
達成状況

平成16年度 平成16年度

値

0.6 ○

環境基準
達成状況

ＢＯＤ（ＣＯＤ）

1.1 ○

2.1 ×

0.9 ○

2.1 ○

3.4 ×

0.7 ○

2.0 ○

2.2 ○

0.9 ○

1.8 ○

5.2 ×

1.0 ○

1.5 ○

2.7 ○

0.6 ○

1.1 ○

3.9 ×

1.1 ○

0.6 ○

0.8 ○

1.2 ○

18/22

81.8%

×

達成水域／評価対象水域

河川達成率

達成水域／評価対象水域

1.1 ×

3/5

2.3 ○

2.9

平成16年度公共用水域の環境基準達成率

湖沼達成率 60.0%

○

2.7 ○

3.3
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(2)水生生物による水質調査（大気水質保全課） 

河川の水質評価はＢＯＤ、ＳＳ等理化学的方法により測定した値を環境基準と比較することによ

り行われていますが、水生生物は過去から現在までの長期間の水質を反映して棲息しているもの

であり、これを指標として用いることで、なお一層実際的な水質の把握が可能となります。 

この調査は、一般市民の参加を得て、河川に棲む肉眼でみることのできる大きさの様々な生物 

（カワゲラ、サワガニ等30種の水生生物）の棲息状況を調査し、その結果から河川の水質の状態を

推察するものです。また、調査への参加により、身近な水辺へのふれあいを深め、水質保全の必

要性や河川愛護精神の重要性を認識してもらうことも目的としています。 

平成16年度は29河川、延べ48地点について、38団体、延ベ1,343人の協力を得て調査を実

施し、その結果は、全調査地点の 93.8％を占める 45地点が「きれいな水（水質階級Ⅰ）」と判定さ

れました（調査結果の詳細は資料１に掲載。）。 
  

(3)地下水水質測定結果の概要（大気水質保全課） 

地下水の水質保全を図るため、水質汚濁防止法第16条第1項の規定に基づき、各年度ごとに

「地下水水質測定計画」を定め、地下水質の監視を行っています。 

平成 16年度の結果では、県下の全体的な地下水質の概況を把握するために実施した概況調

査（51地点）において、テトラクロロエチレン及びトリクロロエチレンが１地点、硝酸性窒素及び亜硝

酸性窒素が１地点で環境基準を超えて検出されましたが、それ以外の地点は全て環境基準を達

成しました（調査結果の詳細は資料１に掲載。）。         

定期モニタリング調査では、過去に環境基準を超過した 33地点について調査を実施したところ、

22地点で環境基準を超過しました。今後もこれらの地点については、定期モニタリング調査地点と

して、経年変化を調査していくことにしています。 

汚染井戸周辺地区調査では、平成 16年度の概況調査により、テトラクロロエチレン及びトリクロ

ロエチレンが環境基準を超過したため汚染井戸周辺調査を実施したところ、20井戸中 4井戸でテ

トラクロロエチレンが、5井戸でトリクロロエチレンが環境基準を超過しました。 

また、平成15年度の概況調査により、硝酸性窒素及び亜硝酸窒素が年平均値で環境基準を超

過したため汚染井戸周辺調査を行ったところ、周辺井戸すべてで硝酸性窒素および亜硝酸窒素

が環境基準を超過しました。 

両地区とも原因究明調査を行いましたが、原因が特定できなかったため、平成17年度の定期モ

ニタリング調査地点に加え、継続的な監視を行っています。 
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基準値（注） 地点数（測定値：mg/㍑） 

物質名 
mg/㍑ 基準値超過 基準地内検出 不検出 

１(0.007) 
砒素 0.01 ０ 

うち飲用0 
50 

2(0.001～0.0022) 
1.1.1-トリクロロエタン 1 ０ 

うち飲用１ 
49 

トリクロロエチレン 0.03 
1(0.039) 

うち飲用0  

1(0.003) 

うち飲用0 
49 

テトラクロロエチレン    0.01 
1(0.018) 

うち飲用0 

１(0.0017)    

うち飲用0 
49 

硝酸性窒素及び亜硝

酸性窒素 10 
1(16) 

うち飲料0 
49(0.02～10) 

うち飲用20 
1 

ふっ素 0.8 0 
41(0.05～0.37) 

うち飲用18 
10 

ほう素 １ 0 
13(0.04～0.40) 

うち飲用3 
38 

    
   
   

環 

境 

基 

準 

項 

目 

その他20項目  0 0 51 

 

要
監
視
項
目 

 

22項目 

 
 

 

0 

 

  

 

30 

  

   

 

                      平成１６年度概況調査(項目別検出状況) 

                                      （注）環境基準項目は環境基準、要監視項目は指針値 

 

 
基準値 地点数（測定値：mg/㍑） 

物質名 
mg/㍑ 基準値超過 基準地内検出 不検出 

砒素 0.01 
１(0.049) 

うち飲用0 

 

0 

 

1 

 

1.2-ジクロロエタン 0.004 0 0 26 

1.1-ジクロロエチレン 0.02 

 

3(0.022～0.076) 

うち飲用0  

 

1(0.015) 

うち飲用0 
21 

シス-1.2-ジクロロエチ

レン 
   0.04 

 

1(0.16) 

うち飲用0 

 

3(0.021～0.039)    

うち飲用0 
21 

1.1.1-トリクロロエタン 1 0 

 

9(0.0007～0.046) 

うち飲用1 

 

16 

1.1.2-トリクロロエタン 0.006 0 0 25 

トリクロロエチレン 0.03 

 

8(0.035～0.18) 

うち飲用1 

 

7(0.003～0.025) 

うち飲用0 
10 

テトラクロロエチレン 

 

0.01 

 

 

10(0.011～0.14) 

うち飲用0 

 

 

3(0.0009～0.0031) 

うち飲用0 

 

12 

    
   
   
   
   
   
   
   
 

環 

境 

基 

準 

項 

目 

 

硝酸性窒素及び亜硝

酸性窒素 

 

 

10 

 

 

5(11～24) 

うち飲用1 

 

 

1(10) 

うち飲用0 

 

 

0 

 

               平成１６年度定期モニタリング調査（項目別検出状況） 
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２ 水質汚濁防止対策 

 

(1)法令による排水規制（大気水質保全課） 

  公共用水域及び地下水の水質汚濁を防止するため、水質汚濁防止法及び山梨県生活環境の

保全に関する条例(平成17年10月１日施行)に基づき、工場、事業場に対し排水規制を行ってい

ます。 

水質汚濁防止法では、汚水を排出する施設を特定施設として定め、特定施設を設置する場合、

事業者に届出を義務付けるとともに、排水基準を定めています。本県では、山梨県生活環境の保

全に関する条例（平成 17年 10月１日施行）により、水質汚濁防止法の排水基準より厳しい基準

（上乗せ基準）を定め排水規制を強化し、また、水質汚濁防止法の特定施設以外に汚水を排出す

る施設（横出し施設）を定めて届出を義務付け、さらに水質汚濁への影響に関係の深い作業を行う

工場、事業場を指定工場として、設置などに対して許可制としています。 

これら水質汚濁防止法及び山梨県生活環境の保全に関する条例の適用を受ける工場、事業場

については、立入検査を行い、排水基準の遵守や排水処理施設の管理状況などを監視していま

す。 

 

(2)規制対象施設及び立入検査（大気水質保全課） 

水質汚濁防止法及び山梨県生活環境の保全に関する条例（平成17年10月１日施行）に基づく

届出事業場数は、平成16年度末で5,4７4でした。業種別の内訳では、旅館業が 47.8％を占め、

次いで洗たく業7.7％、酸・アルカリによる表面処理施設5.9％、自動式車両洗浄施設5.4％、畜産

農業4.8％であり、これら５業種で全体の約７割を占めています。平成16年度は、延べ596事業場

について立入検査を実施し、うち395事業場について排出水などの採水検査を行い、排水基準の

遵守状況などを監視した結果、55事業場において排水基準違反があり、文書による行政指導や

改善勧告を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度

(505) (695) (694) (696) (710)

5,278 5,481 5,503 5,473 5,474

(476) (667) (666) (668) (681)

5,159 5,361 5,385 5,358 5,360

(29) (28) (28) (28) (29)

119 120 118 115 114

(70) (56) (43) (43) (41)

176 141 105 110 108

(146) (153) (118) (158) (165)

977 1,121 1,066 1,065 1,047

(84) (76) (87) (86) (86)

314 295 275 285 276

(59) (77) (31) (72) (79)

647 810 776 769 760

(3) 0 0 0 0

16 16 15 11 11

16

特定施設等届出数等の推移

13

12
項目

14 14 13 13

313

810 691 644798 808

354 340 337 328有害物質使用事業場 358 373

横出し（県条例） 13 14

793 765排水量20m
3
/日以上

（除有害物質使用）

1,162 1,160 1,032 970排水基準適用事業場数 1,164 1,152 1,166

201 186 182 159指定工場数 241 230 215

5,152

横出し（県条例） 118 120 120 116 119 119 119

5,234 5,238 5,252 5,242水質汚濁防止法 5,341 5,290

14 15

特定事業場数 5,459 5,410 5,354 5,354 5,371 5,361 5,271

9 10 11 135 6 7 8
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(3)富士五湖の水質保全対策（大気水質保全課） 

近年、湖沼等の閉鎖性水域においては、窒素・りんの流入による富栄養化が進み、アオコの発

生による利水障害などが生じ、全国的な問題になっています。 

このため、県では、富士五湖の富栄養化を防止するため、各種の水質調査を実施し、汚濁の解

明に努めています。 

また、精進湖における網イケスの全面撤去（昭和 60年度）、本栖湖における地域し尿処理施設

の整備（昭和61年度竣工）、精進湖における特定環境保全下水道の整備（平成11年7月供用開

始）を図ってきました。 

なお、山中湖、河口湖、西湖については、富士北麓流域下水道の整備が進められており、昭和

61年7月には一部が供用開始されています。 

 

(4)生活排水対策 

①生活排水処理施設整備構想に基づく整備の促進（大気水質保全課） 

公共用水域における水質汚濁の原因については、炊事、洗濯、入浴など人々の日常生活から

排出される生活排水が約７割を占めると言われています。このため、公共用水域における水質汚

濁防止のためには、計画的な生活排水処理対策を行うことが重要あり、現在、県内では生活排水

処理施設として、下水道、農業集落排水処理施設、浄化槽の設置などが進められています。 

これらの事業は各々の事業目的により実施されていますが、これら事業手法の選択は、市町村

が人口密集度や地理的要因を勘案し決定するものであり、整備を効率的に推進するためには、各

種事業を総合した整備計画に基づくことが有益です。 

そこで、県では県下全域を対象に、各種生活排水処理施設の整備を地域の実情や環境特性に

応じて、効率的・計画的に進めることを目的とし、「山梨県生活排水処理施設整備構想」を策定し、

整備促進を図っています。 

また、平成17年 3月には「山梨県公害防止条例」を「山梨県生活環境の保全に関する条例」に

改正し、日常生活等に伴う水質汚濁の防止を目的に、洗剤の適正使用等が新たに義務付けられ

ました。 

年度

(3) (18) (5) (15) (19)

1,087 1,125 1,394 1,090 1,368 1,277 1,128 678 636 525 596

(505) (695) (694) (696) (710)

5,410 5,354 5,354 5,371 5,361 5,271 5,278 5,481 5,503 5,473 5,474

(1) (8) 0 (5) (3)

409 439 416 402 362 403 365 361 319 292 395

(146) (153) (118) (158) (165)

1,152 1,166 1,162 1,160 1,032 970 977 1,121 1,066 1,065 1,047

0 (4) 0 0 (1)

96 94 68 53 51 59 58 56 57 33 56

採
水
検
査

排水基準違反事業場数

※平成12年度以降の欄の上段（ ）内は、甲府市分の再掲

              立入検査・採水検査実施の推移

 実施事業場数

 対象事業場数

立
入
検
査

6 7項目

 実施事業場数

10 14 16

 対象事業場数

8 9 1511 12 13
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年　度 総人口 下水道
合併処理浄
化槽

生活排水
処理人口

生活排水
クリーン
処理率

平成４年度 865,858 179,800 845 14,879 7,580 0 203,104 23.5%

平成７年度 877,794 255,407 5,688 52,554 8,210 0 321,859 36.7%

平成８年度 880,752 274,624 8,764 50,357 8,872 0 342,617 38.9%

平成９年度 882,661 300,585 10,268 51,963 8,553 0 371,369 42.1%

平成10年度 883,847 321,599 12,838 57,174 7,894 18 399,523 45.2%

平成11年度 885,422 348,370 13,144 60,988 8,351 17 430,870 48.7%

平成12年度 886,077 367,644 13,887 73,540 8,351 71 463,493 52.3%

平成13年度 885,196 385,791 13,900 84,010 7,475 79 491,255 55.5%

平成14年度 884,170 410,106 14,414 94,388 7,671 79 526,658 59.6%

平成15年度 882,677 436,864 15,115 104,145 8,201 77 564,402 63.9%

平成16年度 880,947 454,572 16,654 104,245 7,469 65 583,008 66.2%

平成22年度 885,196 593,304 19,401 105,353 6,090 80 724,228 81.8%

※平成22年度は目標値。

        生活排水処理施設整備の進捗状況（図）

農業集落排
水処理施設

コミュニティ
プラント

小規模集合
排水処理施
設

生活排水処理施設整備の進捗状況（表）
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農業集落排水処理施設

下水道

 

②下水道の整備（下水道課） 

下水道は、トイレの水洗化など生活環境の改善に寄与するとともに、公共用水域の水質保全を

図るうえで重要です。本県における下水道事業は、昭和 29年に甲府市が最初に着手し、平成 16

年度末では38市町村のうち33市町村（事業実施率87％）が実施しています。県全体の下水道普

及率（処理区域内人口／行政人口）は平成 16年度末で 51.6％であり、はじめて 50％を超えまし

た。 

県では下水道の整備を促進するため、平成３年度から公共下水道普及促進補助制度を創設し、

市町村の国庫補助対象事業の 2.5％（一定要件を備えるもの）を補助しています。また、平成 7年

度から同制度を拡充して市町村の単独事業費についても 2.5％を補助（一定の要件を備えるもの）

することとし、下水道の普及促進を図っています。 
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区分 実施市町村　（一部供用開始年月）

富士北麓流域関
連公共下水道

富士吉田市(S61.7)、富士河口湖町〔旧河口湖町(S61.7)、旧勝山村(H2.4)、旧足和田村
(H2.4)〕、忍野村(S63.4)、山中湖村(H1.7)

峡東流域関連公
共下水道

塩山市(H1.7)、山梨市(H1.7)、笛吹市〔旧石和町(H1.7)、旧御坂町(H6.4)、旧一宮町(H5.7)、旧
八代町(H6.4)、旧境川村(H5.7)、旧春日居町(H1.7)〕、牧丘町(H4.10)、勝沼町(H5.7)、中道町
(H5.7)

釜無川流域関連
公共下水道

韮崎市(H8.4)、南アルプス市〔旧八田村(H10.4)、旧白根町(H10.4)、旧若草町(H7.4)、旧櫛形
町(H8.4)、旧甲西町(H5.4)〕、甲斐市〔旧竜王町(H5.4)、旧敷島町(H7.10)、旧双葉町(H7.10)〕、
三珠町(H10.4)、市川大門町(H9.11)、増穂町(H5.4)、鰍沢町(H7.4)、玉穂町(H5.4)、昭和町
(H5.4)、田富町(H5.4)

桂川流域関連公
共下水道

富士吉田市(H17.4)、都留市(H16.4)、大月市(H16.4)、上野原市(H16.4) 、西桂町(H16.4)

単独公共下水道

甲府市(S37.8)、北杜市〔旧明野村(H14.4)、旧須玉町(H8.2)、旧高根町(S62.5)、旧長坂町
(H8.4)、旧大泉村(H12.3)、旧武川村(-)〕、大和村(H13.4)、上九一色村(H11.7)、六郷町
(H11.7)、早川町(H2.4)、身延町〔旧身延町(H4.4)、旧中富町(H14.4)〕、小淵沢町(H7.7)、丹波
山村(S62.10)、小菅村(S63.4)

下水道事業実施市町村

富士北麓流域下水道（流域普及率56％）

市町村名 普及率(%)市町村名 普及率(%)市町村名 普及率(%)市町村名 普及率(%)

富士吉田市 50 忍野村 59 山中湖村 70 富士河口湖町 62

峡東流域下水道（流域普及率44％）

市町村名 普及率(%)市町村名 普及率(%)市町村名 普及率(%)市町村名 普及率(%)

塩山市 37 山梨市 37 笛吹市 48 勝沼町 45

中道町 71

釜無川流域下水道（流域普及率47％）

市町村名 普及率(%)市町村名 普及率(%)市町村名 普及率(%)市町村名 普及率(%)

韮崎市 36 南アルプス市 34 甲斐市 52 三珠町 84

市川大門町 58 増穂町 52 鰍沢町 63 玉穂町 58

昭和町 58 田富町 58

桂川流域下水道（流域普及率14％）

市町村名 普及率(%)市町村名 普及率(%)市町村名 普及率(%)市町村名 普及率(%)

富士吉田市 2 都留市 17 大月市 15 上野原市 15

西桂町 18

単独公共下水道

市町村名 普及率(%)市町村名 普及率(%)市町村名 普及率(%)市町村名 普及率(%)

甲府市 91 北杜市 54 大和村 90 上九一色村 20

六郷町 69 早川町 5 身延町 26 昭和町 100

小淵沢町 54 小菅村 93 丹波山村 95

 

③農業集落排水施設の整備（耕地課） 

農業集落排水施設の整備は、農業用用排水の水質保全、農業用用排水施設の機能維持また

は、農村の生活環境の改善を図り、併せて公共用水域の水質を保全し、地域資源の利活用に寄

与するため農業集落におけるし尿、生活排水などの汚水や汚泥又は、雨水を処理し、生産性の高

い農業の実現と活力ある農村社会の形成に資することを目的としています。 
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事業実施のための要件は、農業振興地域内であること、受益戸数おおむね20戸以上とし、特に、

農村地域は集落が分散した疎な居住空間であることから、経済性、水のリサイクル、汚泥の農地還

元、集落コミュニティの維持強化を考慮した小規模分散型汚水処理システムを取り入れています。  

補助制度としては、事業費に対して国補50％のほか、事業の普及促進を図るため、生活排水処

理率が県の目標値82％に満たない事業実施市町村に対して、事業費の2.5％を普及促進費補助

金として助成しています。なお、一定の要件に合う過疎市町村では県営農業集落排水事業での実

施が可能です。 

本県では、109処理区（処理人口33,847人）を対象に整備計画を推進しており、平成16年度ま

でに 44地区（鰍沢町、豊富村、北杜市、早川町、南アルプス市、小管村、上九一色村、甲斐市、

芦川村、身延町、小淵沢町、市川三郷町）が採択され、平成 16年度末までに 40地区が完了し供

用を開始しています（整備計画に対しては49％の進捗率）。 

 

④浄化槽設置の促進（大気水質保全課） 

山間部が多い本県では、下水道・農業集落排水処理施設などの集合処理施設を整備すること

ができない地域が多く、このような地域の生活排水対策としては、し尿と生活排水を併せて処理す

る浄化槽の整備が重要です。 

 

この浄化槽の設置を促進するため、国、県及び市町村では次により浄化槽の設置に対して助成

を行っています。 

 

ⅰ 浄化槽設置整備事業 
住民が浄化槽を設置するにあたり、市町村が浄化槽の設置費用の約４割に当たる金額（施設規

模ごとに基準額が決められています。例：５人槽35万４千円）を補助する事業。 

国・県はその事業に対し、事業費の１／３を各々補助します。平成 16年度は、22市町村におい

て実施され、1,079基分の助成を行いました。 

 

ⅱ 浄化槽市町村整備推進事業 
市町村自ら浄化槽を各戸に整備する事業。住民から使用料を徴収することによって、事業の維

持管理等の運営を行っています。 

国から１／３の補助と、起債元利償還の 50％に対する交付税措置があります。16年度の事業実

施市町村は、3市町村であり、117基設置されました。 

浄化槽の長所 

ア 処理性能は、下水道の終末処理場と同等 

イ 施設規模が小さいため複雑な地形に対応できる 

ウ 短期間の工事で設置できるため水質保全の効果が迅速に現れる。 

エ 処理水を近くの水路に放流するため河川の水量維持に役立つ 
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(5)魚の住める豊かな川づくり（花き農水産課） 

河川湖沼の水質汚濁及び廃棄物の堆積による水生生物への悪影響を防止軽減するため、河

川の定期定点観測等の汚染監視による漁業被害の防止、生物モニタリング調査による生息環境

の判定を行うとともに、カワウや外来魚の被害軽減・駆除への助成を行い、これにより山梨県漁業

協同組合連合会の「ふるさとの川や湖に魚いっぱい運動」を促進しています。 

 

(6)ゴルフ場農薬による水質汚濁防止対策（大気水質保全課） 

ゴルフ場で使用する農薬の公共用水域などに

及ぼす影響が全国的に懸念されたことから、環境

庁（当時）では、昭和63年8月にゴルフ場周辺の

水質などの実態把握に努めることとし、平成2年5

月には「ゴルフ場における農薬の暫定指導指針」

を示しました。本県では、平成元年から毎年、ゴル

フ場周辺の公共用水域などでの水質検査を実施

しています。 

平成 16年度に調査を行った検体のうち、暫定指導指針値を超過して検出された農薬はなく、こ

の調査結果から、平成 16年度にゴルフ場で使用された農薬による公共用水域への影響はなかっ

たものと判断されます。なお、本県では、調査開始以来暫定指導指針値を超過した事例はありま

せん。 

 

(7)水質事故対策（大気水質保全課） 

水質事故とは、工場等での操作ミスや機械の故障、交通事故や不法投棄等により、河川へ化学

物質や油類が流れ込み、水質が汚染されたり、魚が浮上したりすることをいいます。 

水質事故が発生した場合、原因究明や被害の拡大防止など、被害を軽減するため、関係機関

と連携を図りながら緊急的な対応を行っています。 

市町村名 助成基数 市町村名 助成基数 市町村名 助成基数

山梨市 51 道志村 49 市川大門町 17

平成16年度浄化槽市町村整備推進事業設置基数

 

市町村名 助成基数 市町村名 助成基数 市町村名 助成基数 市町村名 助成基数

北杜市 178 鳴沢村 74 都留市 125 上野原市 51

早川町 10 身延町 110 小淵沢町 21 甲府市 47

富士吉田市 135 上九一色村 8 大月市 60 南部町 86

富士河口湖町 38 市川大門町 5 六郷町 6 山梨市 11

笛吹市 1 西桂町 12 忍野村 14 増穂町 32

韮崎市 35 塩山市 20

平成16年度浄化槽設置整備事業設置基数

 

平成１6年度調査内容 

ⅰ調査対象施設数 ２１ゴルフ場 

ⅱ調査地点数      １ゴルフ場１地点（ゴルフ場

排水口、場内調整池） 

ⅲ調査回数       年１回（９月、10月） 

ⅳ調査項目      農薬３５種類 

  ・殺虫剤     ダイアジノンなど９種類 

・殺菌剤     フルトラニルなど１４種類 

・除草剤     アシュラムなど１２種類 
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3-3 化学物質による環境汚染の防止 

 

１ 化学物質による環境汚染の状況（大気水質保全課） 

 

(1)ダイオキシン類の排出規制 
ダイオキシン類対策として、国ではダイオキシン類対策特別措置法を平成11年7月に制定・公

布し、環境基準を定めました。 

同法では、規制対象施設を次のとおり定め、それぞれ排出基準を定めています。 

 

①特定施設 

ダイオキシン類に係る排出ガス及び排出水に関する規制対象施設  

②大気基準適用施設 

アルミニウム合金製造の用に供する溶解炉・廃棄物焼却炉等５種類の施設について排出ガスを規制する。 

③水質基準対象施設 

廃棄物焼却炉（大気基準適用施設）に係る廃ガス洗浄施設、湿式集じん施設又は汚水等を排出する灰の貯留施設

等19種類の施設について排水を規制する。 

 

また、廃棄物焼却炉から排出されるばいじん及び焼却灰その他の燃え殻の処分（再生すること

を含む。）を行う場合の基準についても定めています。 

平成 16年度末現在の特定施設の届出状況は下表のとおりであり、届出事業場の総数は 82事

業場となっています。 

 

特定施設の種類 施設規模 事業場数 施設数

乾燥炉(処理能力:0.5t/h以上) 1

溶解炉(容量:１t以上) 4

〈処理能力〉 4 t/h以上 3

2 t/h以上～4 t/h未満 24

200kg/h以上～2 t/h未満 31

100kg/h以上～200kg/h未満 35

50kg/h以上～100kg/h未満 10

50kg/h未満 6

82 114

大気基準適用施設の届出数（平成17年3月31日現在）

アルミニウム合金製造の用に供
する焙焼炉、溶解炉及び乾燥炉

1

合 　　　　　計

廃棄物焼却炉(焼却能力：50kg/
時以上又は火床面積：0.5m2以
上)

81
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事業場数 施設数

廃ガス洗浄施設、
湿式集じん施設

10 13

灰の貯留施設 4 4

1 1

15 18

特定施設の種類

水質基準対象施設の届出数（平成17年3月31日現在）

廃棄物焼却炉（大気基準適用施設）に
係る廃ガス洗浄施設、湿式集じん施設
及び灰の貯留施設であって汚水又は廃
液を排出するもの

特定施設から排出される下水を処理する下水道終末処理
施設

合　　　　　　 計

 

県では、これらの事業場には年一回以上、立入検査を実施しています。また、排出ガスの測定

を 3施設で実施しましたが、2施設が排出基準を超過していたため、直ちに施設の使用停止を指

示するとともに施設の改善等を指導しました。 

また、規制対象施設を設置している事業者には、排出ガス、排出水、ばいじん及び燃え殻等の

測定及び知事への報告が義務付けられており、その結果は下表のとおりです。 

 

平成 16年度においては大気基準適用施設において排出基準を超過した施設が１施設あり、直

ちに施設の使用停止を指示するとともに施設の改善等を指導しました。 

 

(2)ダイオキシン類12の環境汚染の状況 

本県では、平成 9年度から一般環境中のダイオキシン類濃度の実態を把握するため、大気、水

                                                   
12 ポリ塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシン（PCDDs）とポリ塩化ジベンゾフラン（PCDFs）及びコプラナーポリ塩化ビフェニル（コプラナーPCBs）の３種の総称であ

り、極めて毒性が強く、分解性が低いため、排出量が微量であっても、大きな影響が懸念されている物質。また、ダイオキシン類は人間が意図的に製造した物

質ではなく、主に廃棄物の焼却の過程において非意図的に生成、排出されている。 

施設の種類 施設数　注１ 報告施設数
基準適合施
設数

基準不適合
施設数

未報告施設
数

使用中 93 93 93  

廃止･休止 3 2 1 1 1

小計 96 95 94 1 1

水質基準適用事業場注２ 排出水 使用中 2 2 2  

廃棄物焼却炉
ばいじん･
燃え殻
注３

91 90 1

大気基準適用施設 排出ガス

測定項目

設置者による測定結果の報告状況（平成17年7月公表）

 
注１ 大気基準適用施設及び水質基準適用事業場については、休止、未稼働及び稼働後１年未満の施設を除いた施

設を使用中、中途廃止･休止の別に集計。 

注２ 設置者による測定の義務づけのある事業場（水質基準対象施設を設置する事業場で排出水の排出がある事業

場）。 

注３ ばいじん・燃え殻の基準は、排出基準でないため適否の判定は行わない。 
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質及び土壌のダイオキシン類による汚染状況を調査しており、平成 16年度においては、すべての

地点で環境基準を達成しました。 

 

調査地点数

※１

調査回数(年間) （調査時

期）

ダイオキシン類の測定

濃度範囲※２
環境基準値

※３
単位

9  4回 (5,8,10,12月)  0.023 ～ 0.083 0.6以下 pg-TEQ/m3

水質 24  1～４回 (6～8月.11.1月) 0.033 ～ 0.98  1 以下 pg-TEQ/l

底質 23  1～2回 (7～8月.11.1月) 0.060 ～ 6.5  150以下 pg-TEQ/g

22  1回 (9月)  0.026 ～ 0.052  1 以下 pg-TEQ/l

40  1 回(８月)  0.00015 ～ 9.6
1000以下(要調

査基準250)
pg-TEQ/g

平成16年度ダイオキシン類測定結果

土壌※４

媒体

水質 公共用水域

大気

地下水質

※１　公共用水域の調査地点25地点のう ち、１地点（笛吹川　三郡東橋）は国土交通省が調査を実施

※２  大気の濃度範囲は、各調査地点ごとの年間平均値の最小値から最大値

※３　大気、公共用水域水質及び地下水質の環境基準値は年間平均値

※４　一般環境把握調査（20地点）及び発生源周辺状況把握調査（20地点）の結果
 

 

(3)大気中における化学物質の状況 

大気中における有害な化学物質については、平成 8年の大気汚染防止法の改正により、有害

大気汚染物質対策の推進に関する事項が規定され、平成9年4月1日に施行されました。 

この改正で地方公共団体は、有害大気汚染物質による大気汚染の状況把握に努めることと規

定されました。なお、平成 9年 2月には、ベンゼン、トリクロロエチレン及びテトラクロロエチレンの３

物質について、平成 13年4月にはジクロロメタンについて、大気汚染に係る環境基準が定められ

ました。 

さらに、平成15年9月30日、環境省では中央環境審議会の答申に基づき、環境目標値として、

環境中の有害大気汚染物質による健康リスクの低減を図るための指針となる数値（指針値）をアク

リロニトリル、塩化ビニルモノマー、水銀及びニッケル化合物の４物質について設定しました。 

また、中央環境審議会では平成8年10月に、大気汚染による人の健康に係る被害が生ずるお

それの程度がある程度高いと考えられる有害大気汚染物質 22物質を「優先取組物質」として選定

しました。 

県では、平成 9年 10月から環境基準が定められた物質及び同時測定が可能な優先取組物質

（揮発性有機化合物）の計 9物質について通年の測定を開始し、平成 16年度からは指針値が設

定された４物質のうち測定が未実施であった水銀及びニッケル化合物について実施項目に追加し、

全11物質について測定を行いました。 

平成16年度の測定結果、環境基準の達成状況等は資料編に掲載しています。 

 

２ 環境ホルモン問題への対応（大気水質保全課） 

環境ホルモン13問題は、科学的には未解明な点が多く残されているものの、正常なホルモン作

                                                   

13 内分泌撹乱化学物質。動物の体内に取り込まれた場合に、本来、その生体内で営まれている正常なホルモン作用（内分泌）に影響を与える外因性の化

学物質をいう。近年、専門家により環境中に存在するいくつかの化学物質が、動物の体内のホルモン作用を攪乱することを通じて、生殖機能を阻害したり、悪

性腫瘍を引き起こすなどの悪影響を及ぼしている可能性が指摘されている。 
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用への影響が懸念されることから、国においては、総合的な研究施設の設置を進めるとともに、国

際的な連携を図りながら、関係各省庁がそれぞれの立場から連携・協力し、様々な調査研究を行

っています。 

その結果、ノニルフェノール（平成13年10月）、４-ｔ-オクチルフェノール（平成14年6月）及び

ビスフェノールＡ（平成 16年 7月）については、魚類への環境ホルモン作用が明らかになり、魚類

に対する環境ホルモンとしてのリスク評価値（ノニルフェノール：魚類に対する予測無影響濃度

（0.608μg/㍑）、４-ｔ-オクチルフェノール：魚類に対する予測無影響濃度（0.992μg/㍑）、ビスフェ

ノールＡ：魚類に対する予測無影響濃度（24.7μg/㍑）が示されました。 

本県では、平成 10年度から平成 12年度までの 3ヶ年で、65物質（95種類）について、大気 8

地点、県内主要河川（水質・底質・魚類）11地点、湖沼（水質・底質・魚類）５地点、地下水４地点、

土壌 6地点において、実態調査を実施しました。検出物質は、全国的にも高い検出率を示してい

るアルキルフェノール類、ビスフェノールＡ、フタル酸エステル類等が本県においても検出されまし

たが、検出値等は、国が行った全国一斉調査結果の概ね範囲内であり、特段高い値は検出されま

せんでした。平成13年度からは、これまでの調査結果を基に、経年的な汚染状況の推移を把握す

るため、継続モニタリング調査を実施しています。 

平成 16年度には、調査地点を県内主要河川の流末 23地点の水質とし、魚類に対する内分泌

作用が確認されているノニルフェノール、４－ｔ－オクチルフェノール、ビスフェノールＡの 3物質に

ついて調査を実施しました。その結果、ノニルフェノールは１地点、４－ｔ－オクチルフェノールは 3

地点、ビスフェノールＡは 5地点で検出されましたが、全ての地点で魚類に対する予測無影響濃

度を下回っていました。 

これらの調査結果は、広く一般にも公表しており、行政・事業者・住民などがデータを共有するこ

とにより、今後の発生源対策や削減対策等に活用していくとともに、県内の一般環境中のデータ集

積を行うことにより、今後、国において環境ホルモンとしての指針値や基準値などが示された時点

での評価資料として活用します。 

なお、平成 17年度から環境省及び関係省庁は、これまでの取組結果から得られた知見や国際

的な動向をふまえて環境ホルモンに対するリスク評価等の新たな対応方針を示します。 

 

３ ＰＲＴＲ制度（化学物質排出移動量届出制度）（大気水質保全課） 

 

(1)ＰＲＴＲ14制度の概要 

平成11年7月に「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法

律」（略称:化管法）が公布されました。 

 

化管法におけるＰＲＴＲ制度の概要 

対象化学物質を製造・使用している事業者は、環境中に排出した量と廃棄物として処理するために事業所の外へ移

動させた量を自ら把握し、都道府県を経由し国に年１回届け出る。国はそのデータを整理、集計し、また、家庭や農地、

                                                   
14 （Ｐollutant Ｒelease and Ｔransfer Ｒgister）有害性のある多種多様な化学物質が、どのような発生源から、どれくらい環境中に排出されたか、あるいは廃
棄物などに含まれて事業所の外に運び出されたかというデータを把握し、集計・公表する仕組み。 
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自動車などから排出されている対象化学物質の量を推計して、２つのデータを併せて公表する。 

ＰＲＴＲ制度によって、毎年どんな化学物質が、どの発生源から、どれだけ排出されているかを知ることができるように

なり、「事業者による自主的な化学物質の管理の改善の促進」、「住民への情報提供を通じた、化学物質の排出状況・

管理状況への理解の増進」、「行政による化学物質対策の優先度の判断材料として活用」、「化学物質による環境リスク

に関する正確な情報の共有によるリスクコミュニケーションの促進」などが期待される。 

 

法律に基づく届出は平成 14年度から始まり、平成 16年度には 398事業所から届出（平成 15

年度把握分）がありました。 

国では、届出のあった排出量・移動量を集計するとともに、届出対象外の排出量の推計及び集

計を行い、その結果を平成17年3月18日に公表し、県においても、県内の概要を集計し8月26

日に公表しました。 

 

１ 対象となる化学物質 

トルエン、ジクロロメタン、トリクロロエチレンなどの３５４物質 

２ 対象事業者 

次の３つの要件を満たす事業者 

① 全ての製造業、下水道業、産業廃棄物処分業など国が指定する２３業種のいずれかに属する事業を営んでいる事

業者     

② 常用雇用者数が２１人以上の事業者 

③ 次のいずれかに該当すること。 

(ｱ) 対象となる化学物質のいずれかの年間取扱量が1㌧以上※（発ガン性物質は0.5㌧以上）である事業所を有する事 

 業者 

(ｲ) 下水道業を営み、下水道終末処理施設を設置している事業者   

(ｳ) ダイオキシン類対策特別措置法に規定する廃棄物焼却炉を設置している事業者 

(ｴ) その他、産業廃棄物処理施設など国が定める施設を設置している事業者 

 ※平成16年度届出より年間取扱量がそれまでの5㌧から1㌧に変更 

 

○データの開示 
国は、ＰＲＴＲ開示窓口を環境省・経済産業省等に設置して、事業所のデータの開示請求（有

料）に対応しています。 

 

(2)山梨県内の集計結果の概要 

①届出のあった事業所数：398事業所 （全国： 41,079件 県／国：1.0％） 

②届出排出量・移動量 ：3,807㌧ （全国：530,064㌧  県／国：0.7%） 

 

（内訳） 

ⅰ 環境への排出量：   ２，３６０㌧（全国：290,508㌧  県／国：0.8％） 

・大気への排出：   ２，３４４㌧ (構成比：99.3%） 

・公共用水域への排出：     １６㌧ ( 同  ： 0.7%） 

ⅱ 事業所から出された移動量： １，４４７㌧ (全国：239,556㌧ 県／国：0.6％） 

・事業所の外への廃棄物としての移動： １，４３９㌧ (構成比：99.4%） 

・下水道への移動：      ８㌧ ( 同  ： 0.6%) 

 

③国が行った届出外排出量の推計値：2,807㌧  (全国：341,803㌧  県／国：0.8％) 
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 (内訳) 
・対象業種からの届出外排出量の推計値： ５１２㌧(構成比：18.2%） 

・非対象業種からの排出量の推計値：    ５５３㌧（ 同  ：19.7%） 

・家庭からの排出量の推計値：        ５６０㌧（ 同  ：20.0%） 

・移動体からの排出量の推計値： １，１８２㌧（ 同  ：42.1%） 

 

④ 物質別排出量等 

 

 

 

４ 環境情報地域コミュニケーション推進モデル事業の推進（大気水質保全課） 

 

「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」（略称:化管

法）に基づくＰＲＴＲ制度により、有害な化学物質について、事業所から環境中への排出量及び廃

棄物に含まれる事業所外への移動量を事業者が自ら把握して、その量を国へ届け出し、国では届

出データ等を集計し、公表する仕組みになっています。 

 この化管法は、事業者及び国民の理解の下に、ＰＲＴＲ制度や事業者による情報提供により、事

業者による化学物質の自主的な管理の改善を促進し、環境保全上の支障を未然に防止することを

目的としており、事業者・住民・行政が環境中に排出される化学物質についての正確な情報を共

イ　届出排出量の多い上位５物質

物          質          名
届出排出量
（㌧）

構成比（％）

①　トルエン 1,449 61.4

②　ジクロロメタン（塩化メチレン） 390 16.5

③　クロロホルム 123 5.2

④　トリクロロエチレン 107 4.6

⑤　キシレン 84 3.5

ウ　届出排出量と届出外排出量の多い上位５物質

物          質          名
届出排出量
（㌧）

届出外排出量
（㌧）

合計排出量
（㌧）

①　トルエン 1,449 650 2,099

②　キシレン 84 490 574

③　ジクロロメタン（塩化メチレン） 390 14 404

④　直鎖アルキルベンゼンスルホン酸及びその塩 0 220 220

⑤　ポリ（オキシエチレン）＝アルキルエーテル 1 204 205

  

ア　届出排出量・移動量の多い上位５物質

物          質          名
届出排出
量･移動量
（㌧）

構成比（％）

①　トルエン 1,581 41.5

②　ジクロロメタン（塩化メチレン） 420 11.0

③　クロム及び三価クロム化合物 266 7.0

④　トリクロロエチレン 204 5.4

⑤　ほう素及びその化合物 163 4.3   
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有し、相互に意志疎通を図るいわゆる「リスクコミュニケーション」が期待されています。 

「リスクコミュニケーション」については一部の事業者は関心があるものの、実行している事業者

は少なく、平成16年度から「リスクコミュニケーション」 を推進するため「環境情報地域コミュニケー

ション推進モデル事業」を実施しています。 

 

○事業内容 

 (1)コミュニケーション普及講演会 

事業者を対象にＰＲＴＲ制度の概要及びリスクコミュニケーションの実施方法等について、専

門家による講演を開催しました。 参加者113名 

(2)アンケート調査 

講演会出席者を対象に、化学物質や環境リスクに関する意識、ＰＲＴＲデータの活用及びリ

スクコミュニケーションの必要性などに関するアンケート形式の調査を実施するとともに、アドバ

イザー派遣事業やコミュニケーションモデル事業の需要を調査しました。 

 

 

3-4 騒音・振動・悪臭・地盤沈下・土壌汚染等の防止 

 

１ 騒音の状況と対策（大気水質保全課） 

 

(1)騒音の状況 

市町村及び県に寄せられた公害苦情件数のうち騒音に関するものは、平成 16年度は 64件で

全体の11.0％を占めており、典型７公害の中では大気汚染、悪臭、水質汚濁に次いで４位でした。 

この発生源は、建設業、製造業及びサービス業によるものが65.6％と過半数を占めており、次い

で、家庭生活によるものが 9.0％を占めています。また、その他としてカラオケ、ペットの鳴き声等の

近隣騒音及び道路騒音があります。 

 

(2)騒音対策 

①騒音に係る環境基準の類型を当てはめる地域の指定 

騒音に係る環境基準は、環境基本法において人の健康を保護し、生活環境を保全する上で維

持することが望ましい基準と定義されており、騒音に係る総合的な施策を進めていく上で目標とな

るものです。環境基準を適用する地域の指定権限は知事に委任されていることから、本県では現

在、都市計画法に基づく用途地域に準じて、17市町に当該環境基準の地域類型を当てはめてい

ます。なお、平成10年9月、環境庁は騒音に係る環境基準を改正し、騒音の評価手法を騒音レベ

ルの中央値から等価騒音レベルに変更するとともに、最新の科学的知見を踏まえて、一般地域と

道路に面する地域について新たな環境基準値を設定し、平成11年4月から施行しました。 

 

②騒音の規制等 

騒音規制法に基づく規制地域については、昭和49年に指定後、昭和52年、昭和61年、平成



３ さわやかな生活環境の保全と創造 

 95 

元年、平成７年及び平成12年に見直しを行い、現在、県下34市町村中31市町村に規制地域が

指定されています。 

 

ア 工場・事業場、建設作業等の騒音 

規制地域内の工場・事業場に設置される施設のうち、騒音規制法で定める金属加工機械、空気

圧縮機、織機等の特定施設を設置する場合は、市町村に届け出ることとされています。平成 16年

度末の県内の特定施設数は、8,271（工場数 1,670）であり、その内訳は、織機が 2,640（31.9％）と

最も多く、次いで空気圧縮機等が2,509（30.3％）、金属加工機械が1,282（15.4％）の順でした。 

また、著しい騒音を発生する特定建設作業についても、同様の届出が義務づけられており、平

成16年度は、バックホウを使用する作業が35件、くい打機を使用する作業が10件、さく岩機を使

用する作業が7件、トラクターショベルを使用する作業が2件等で、合計60件ありました。 

なお、山梨県公害防止条例（山梨県生活環境の保全に関する条例、平成17年10月１日施行)

では、騒音規制法で定められている以外の特定施設、特定建設作業のほか、深夜営業騒音、拡

声器騒音についても規制を行っています。 

 

イ 自動車騒音の常時監視 

自動車騒音の常時監視は、騒音規制法の改正（平成 11年）により、平成 12年度から都道府県

等の事務とされ、自動車騒音の影響がある道路に面する地域で、「騒音に係る環境基準」の達成

状況等を把握するものです。騒音の環境基準では、道路に面する地域について、一定地域内15の

住居等のうち騒音レベルが基準を超過する戸数及び超過する割合により評価（以下「面的評価」と

いう。）することとされています。 

県では、平成 13年度から 8ヶ年計画で、17市町内の全対象地域を評価することとし、平成 16

年度は、7市3町の62.1ｋｍについて面的評価を行いました。また、従来行っていた騒音測定地点

における騒音レベルと環境基準との比較結果（以下「点的評価」という。）については、3地点につ

いて行いました。なお、甲府市に係る事務については、騒音規制法第25条の規定により甲府市長

の事務となっています。 

 

③面的評価の結果 

面的評価の対象区域内の7,570戸の住居等のうち、昼間（6時～22時）及び夜間（22時～6時）

とも環境基準以下であったのは 5,671戸(74.9％)、昼間のみ基準値以下であったのは 413戸

(5.5％)、夜間のみ基準値以下であったのは43戸(0.6％)、昼夜間とも基準値を超過したのは1,443

戸(19.1％)でした。 

 

④点的評価の結果（甲府市実施分７地点を含む） 

騒音測定を行った 10地点のうち、昼夜間とも環境基準以下であったのは 5地点(50.0％)、昼夜

間とも基準値を超過したのは2地点(20.0％)でした。 

                                                   
15 面的評価の対象地域は、騒音に係る環境基準の当てはめ地域内の幹線交通を担う道路の道路端から50ｍの範囲となっている。「幹線交通を担う道路」

とは、高速自動車道国道、都市高速道路、一般国道及び４車線以上の市町村道をいう。 
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２ 振動の状況と対策（大気水質保全課） 

 

(1)振動の状況 

振動は、都市における住宅と工場の混在、工場等における設備の大型化、建設工事の増加、モ

ータリゼーションの進行に伴い地域によっては大きな問題となることがあります。 

これらの振動に対する住民からの苦情内容としては、気分がイライラする、戸、障子や物が揺れ

て気になる、不快に感じる、睡眠の妨げになる等の感覚的なものが主ですが、大きな振動の発生

源に隣接している場合には、壁、タイル等のひびわれ、戸、障子の建て付けの狂い等の物的被害

を訴える例もみられます。平成 15年度の苦情件数は、建設作業に伴うものが 1件で減少していま

した。 

 

(2)振動対策 

振動規制法に基づく規制地域の指定、規制基準の設定については、昭和 54年に制定し、その

後、環境条件の変化に合わせて見直しを行い、現在、県下 38市町村中 34市町村に規制地域が

指定されています。 

振動規制法による特定施設の届出状況は、平成 16年度末の施設数が 6,460施設（工場数

1,234）であり、その内訳は織機が 2,247施設（34.7％）と最も多く、次いで金属加工機械が 1,481

（22.9％）、圧縮機が 1,104施設（17.0％）等でした。また、特定建設作業の届出状況は、ブレーカ

ーを使用する作業が23件、くい打機を使用する作業10件、舗装版破砕機を使用する作業7件他、

合計41件でした。 

 

３ 悪臭の状況と対策（大気水質保全課） 

 

(1)悪臭の状況 

悪臭は低濃度でも感知されやすく、人の感覚に直接訴える公害だけに、快適な生活環境を損な

うものとして問題とされてきました。平成 16年度の悪臭の苦情件数は 100件で、全苦情件数の

17.3％と大気汚染に次いで高い比率を占めており、この内訳は、家庭生活26件（26.0％）、産業排

水13件（13.0％）、産業用機械作動9件（9.0％）等の順となっています。 

 

(2)悪臭対策 

工場、事業場の事業活動に伴って発生する悪臭対策として、アンモニア、硫化水素などの悪臭

物質ごとに「物質濃度」で規制を行ってきました。 

しかし、悪臭は通常多種類の悪臭物質によって構成されていることが多く、多数の物質が複合し

て強いにおいとなる複合臭や未規制の物質が排出されている場合には、対応が困難でした。   

このため、平成 17年 2月、悪臭の程度を人の嗅覚を用いて測定する嗅覚測定法を取り入れた臭

気指数規制を導入し、現在29市町村に規制地域を指定して悪臭対策の推進に努めています。 

また、近年、増加傾向が見られるゴミ処理や飲食物の調理、ペットの飼育等、家庭生活に伴う悪

臭苦情を防止するため、悪臭対策の基本的な考え方や発生源別の対策方法などをまとめた「生活
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型悪臭対策指導指針」を平成 9年に策定し、生活型悪臭苦情の未然防止を図ることにより生活環

境の保全に努めています。 

 

４ 地盤沈下の状況と対策（大気水質保全課） 

 

(1)地盤沈下の状況 

地盤沈下は、地面が徐々に沈んでいく現象であり、主たる原因は地下水の過剰採取です。これ

により、帯水層の水圧が低下し、粘土層(不透水層)に含まれている水が帯水層に絞り出され、粘土

層が収縮することにより地表面の沈下が起きます。また、こうして起こった地盤沈下は、地下水位が

回復してもほとんど元に戻らないと言われています。 

地盤沈下は、地質的に沖積層が厚く堆積した場所で起こりやすく、本県では甲府盆地の中央部

から南部がこれに該当しています。昭和 40年代に建設省国土地理院が行った一級水準測量で、

石和地域において年平均 20mmの沈下が確認されたことから、県では一級水準測量調査及び地

下水位観測を実施し、地盤沈下の状況及びその兆候を調査しています。 

 

(2)地盤沈下対策 

①一級水準測量調査 

水準測量とは、地域のある地点を不動点(基準点)として各水準の標高を測定するものであり、毎

年の水準点の標高差を地盤の変動量としてとらえています。県では、昭和 49年度から釜無川、笛

吹川及びＪＲ中央線に囲まれた約80㎞２の地域について、甲府市酒折(酒折宮境内)に基準点を設

置し、観測点数39測点(当初18測点、昭和57年度から36測点、昭和61年度から39測点)で一

級水準測量を行っています。 

その結果、調査地域全域で地盤沈下が観測され、沈下量は甲府盆地の中央部より南部の方が

大きい傾向を示しています。しかし、現在までのところ年 20mmを超える沈下はなく、被害を生ずる

ほどのものではありませんでした。平成 16年度の調査結果をみると、年最大沈下量は中巨摩郡昭

和町西条（カインズホーム前）の1.8mmでした。 

 

②地下水位観測 

地盤沈下の原因である帯水層の水圧の低下は、地下水位の低下として観測されます。地盤沈

下の兆候を被害が発生する以前に発見するような観測体制を整備しておくことが重要であることか

ら、県では、11か所14観測井で地下水位観測を行っています。 

その結果、この数年間では著しい地下水位の低下はみられませんでした。しかし、観測井以外

の井戸では、地下水位の低下及び自噴地域の縮小に関しての各種調査結果があることから、一級

水準測量結果と併せ、地下水位の今後の推移に注意する必要があります。 

 

(3)地下水の適正採取 

県では、地下水の無秩序な採取を規制して地下水資源を保護すると共に地盤沈下を未然に防

止する観点から、昭和 48年 6月に「山梨県地下水資源の保護および採取適正化に関する要綱」
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を定めました。要綱では、採取適正化地域（第１種地域及び第２種地域）を設け、一定量以上の地

下水を採取する場合、井戸設置者の手続き及び技術上の基準を定めています。 

第１種地域においては、知事（1,000㎥/日以上）又は市町村長（10㎥/日以上 1,000㎥/日未

満）と協議することとし、第２種地域においては、知事及び市町村長（採取量による区分は第１種地

域と同じ）に届け出ることとしています。また、笛吹市をはじめ 9市町村では条例等により、地下水

資源の適正採取等について定めています。 

 

５ 土壌汚染の状況と対策（大気水質保全課） 

  

土壌汚染の状況の把握、土壌汚染による人の健康被害の防止に関する措置等の土壌汚染対

策を実施することを内容とする「土壌汚染対策法」が平成 15年 2月 15日施行されたことに伴い、

土壌汚染を未然に防止するため、有害物質を使用する工場・事業場に対し、施設の構造や有害

物質の適正管理・使用・廃棄等について指導を行っています。 

また、事業者には、土壌汚染状況調査や汚染の除去等の措置が適切になされるよう、土地の所

有者や汚染原因者に必要な指導を行い、法の円滑な施行を図っています。 

平成 16年度は、法に該当する事業所は 1ヶ所ありましたが、土壌汚染は発見されませんでし

た。 

また、法には該当しないが、企業が環境管理活動の一環として自主的に調査を行った結果、土

壌汚染が確認され、適切に処理された事例が見られました。 

 

６ 公害苦情処理（大気水質保全課） 

 

（１）種類別苦情件数 

平成16年度において、県及び市町村で新たに受け付けた公害苦情の総件数は580件でした。

その内訳を種類別にみると、大気汚染 235件（構成比 40.5％）、悪臭 100件（17.2％）、水質汚濁

82件（14.1％）、騒音64件（11.0％）、振動1件（0.2％）、土壌汚染1件（0.2％）、地盤沈下0件と

なっており、これら典型７公害の苦情が計 483件となり、全体の 83.3％を占めていました。このほ

か、典型７公害以外の苦情は、97件で全体の 16.7％であり、その主な内訳は、廃棄物の不法投

棄、害虫等の発生、火災の危険（空き地の雑草等）に関するものでした。 

 

（2）苦情件数の推移 

公害苦情件数は平成15年度に対し、184件減少しました。 

種類別構成比についてみると、平成 15年度に対して、典型７公害に関する苦情が 0.19ポイン

ト、典型７公害以外の苦情が0.43ポイントそれぞれ減少しました。 

これは、平成15年度と同様に、典型７公害より典型７公害以外の苦情の減少率が高い傾向が続

いたために、種類別構成比に変化が見られたためです。典型７公害以外の苦情減少の主な要因

としては、不法投棄の36件減などによります。 
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振動
0.2%

悪臭
17.2%

典型７公害以
外
16.7%

水質汚濁
14.1%

騒音
11.0%

土壌汚染
0.2%

大気汚染
40.5%

 

 
種別

年度 大気汚染 水質汚濁 土壌汚染 騒音 振動 地盤沈下 悪臭 小計

2 42 66 0 61 6 0 83 258 161 419

3 50 80 0 69 4 0 75 278 176 454

4 61 88 2 61 3 0 70 285 145 430

5 49 74 1 66 5 0 60 255 226 481

6 47 53 1 74 5 0 61 241 193 434

7 40 72 1 48 3 0 60 224 171 395

8 69 65 1 40 3 0 85 263 105 368

9 169 38 0 40 2 0 82 331 72 403

10 247 47 1 44 2 0 123 464 84 548

11 253 91 0 46 4 0 110 504 335 839

12 228 116 5 50 3 0 151 553 214 767

13 404 122 4 54 5 0 144 733 347 1,080

14 315 111 2 63 3 0 121 615 270 885

15 293 110 3 66 1 0 122 595 169 764

16 235 82 1 64 1 0 100 483 97 580

対前年度増減 -58 -28 -2 -2 0 0 -2 -112 -72 -184

対前年度比 0.80 0.75 0.33 0.97 1.00 － 0.82 0.81 0.57 0.76

公害苦情件数の推移

典型７公害 典型７
公害以
外

合計

 

種類別苦情件数 
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（3）発生源別公害苦情件数 

  公害苦情をその発生源別にみると、「野焼き焼却に伴うもの」が196件（33.8％）、「廃棄物投棄」

が 58件（10.0％）、「家庭生活（ペット・機器など）」が 52件（9.0％）、以下、「産業排水」「焼却（施

設）」「産業機械」が6%でつづく結果でした。 
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発生源別公害苦情件数及び割合 

            種類別構成比の年度比較 

34 5 1 1 2 5 185 2 235

26 24 3 1 1 8 2 4 13 82

1 1

17 17 8 2 6 12 2 64

1 1

0

4 9 13 4 3 3 3 26 8 3 15 9 100

3 2 1 54 7 3 17 5 5 97

38 34 39 30 26 13 5 58 52 196 22 38 29 580
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その他

3.1%

健　康

4.7%
財　産
2.8%

動植物

0.9%

感覚的　心理的
88.6%

（4）被害の種類別苦情件数 

  公害苦情を被害の種類別にみると、感覚的

心理的被害（うるさい、臭い、不快等）が514件

で、全体の 88.6％を占めており、健康被害（騒

音による寝不足等）27件（4.7％）、財産被害

（家屋や生活用品等の破損、汚れ等）16件

（2.8％）、動植物被害（農作物、養殖魚、ペット

等の被害、損害等）5件（0.9％）、の順でした。

また、その他として、苦情申立人に直接の被害

が及ばないものや、環境悪化を問題にするも

の等、上記のいずれにも該当しないものが 18

件（3.1％）あり、生命にかかわる被害の発生は

ありませんでした。  

   

                                   

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

(5)公害苦情の処理件数 

公害苦情を受理した機関別にみると、全件数 580件のうち、県の機関で受理したものは 167件

（28.8％）、市町村で受理したものは 413件（71.2％）であり、公害苦情の処理状況については、年

度内に県の機関及び市町村において直接処理したもの 562件、警察・国等へ移送したもの 3件、

翌年度へ繰越したもの4件でした。 

また、原因が不明で一時的な現象であったため、直接処理が不可能であったもの（「その他」）も

11件報告されました。 

 

   
 
 

 

項目      年度 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

苦情件数 434 395 368 403 548 839 7671,080 885 764 580

直接処理件数 410 353 333 381 529 789 6851,027 848 736 562

直接処理率(%) 94.5 89.4 90.5 94.5 96.5 94 89.3 95.1 95.8 96.3 96.9

       苦情処理件数
 

大気汚染 12 1 222 235

水質汚濁 7 10 4 53 8 82

土壌汚染 1 1

騒　　音 5 59 64

振　　動 1 1

地盤沈下

悪　　臭 1 1 97 1 100

７公害以外 2 5 81 9 97

計 27 16 5 514 18 580

動植
物

その他

被害の種類別公害苦情件数

種類 健康 財産 計感覚的
心理的

 

 被害の種類別件数及び割合 
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　 大気 水質 土壌 騒音 振動 地盤 悪臭 小計 ７公害 合計 人口千人

汚染 汚濁 汚染 沈下 以外 当り件数
市部 200 47 0 50 1 0 82 380 65 445 0.82
郡部 35 35 1 14 0 0 18 103 32 135 0.40
甲府市 51 5 0 21 0 0 31 108 6 114 0.60
富士吉田市 23 7 0 11 0 0 13 54 2 56 1.03
塩山市 2 5 0 3 0 0 4 14 2 16 0.61
都留市 8 1 0 1 0 0 6 16 4 20 0.60
山梨市 16 13 0 1 0 0 5 35 10 45 1.40
大月市 6 2 0 2 1 0 12 23 18 41 1.29
韮崎市 3 6 0 1 0 0 8 18 7 25 0.77
南アルプス市 1 4 0 2 0 0 0 7 1 8 0.11
甲斐市 90 4 0 8 0 0 3 105 15 120 1.65
東山梨郡 1 2 0 0 0 0 2 5 3 8 0.31
春日居町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.00
牧丘町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.00
三富村 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0.77
勝沼町 1 2 0 0 0 0 1 4 2 6 0.62
大和村 0 0 0 0 0 0 1 1 0 1 0.65
東八代郡 4 9 0 3 0 0 3 19 4 23 0.31
石和町 2 3 0 1 0 0 1 7 1 8 0.30
御坂町 0 1 0 2 0 0 0 3 0 3 0.24
一宮町 1 4 0 0 0 0 0 5 1 6 0.53
八代町 1 0 0 0 0 0 1 2 1 3 0.34
境川村 0 0 0 0 0 0 1 1 0 1 0.21
中道町 0 1 0 0 0 0 0 1 0 1 0.18
芦川村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.00
豊富村 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0.27
西八代郡 3 3 0 2 0 0 3 11 10 21 1.03
上九一色村 0 0 0 0 0 0 3 3 0 3 1.84
三珠町 0 1 0 0 0 0 0 1 1 2 0.48
市川大門町 3 2 0 1 0 0 0 6 9 15 1.41
六郷町 0 0 0 1 0 0 0 1 0 1 0.25
南巨摩郡 5 3 0 0 0 0 2 10 1 11 0.23
増穂町 1 1 0 0 0 0 2 4 0 4 0.30
鰍沢町 2 0 0 0 0 0 0 2 1 3 0.68
早川町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.00
身延町 2 2 0 0 0 0 0 4 0 4 0.23
南部町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.00
中巨摩郡 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.00
玉穂町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.00
昭和町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.00
田富町 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.00
北巨摩郡 4 12 0 1 0 0 2 19 10 29 0.58
明野村 1 1 0 0 0 0 0 2 2 4 0.80
須玉町 1 1 0 0 0 0 0 2 0 2 0.28
高根町 0 5 0 0 0 0 0 5 1 6 0.61
長坂町 0 2 0 0 0 0 0 2 1 3 0.32
大泉村 0 2 0 0 0 0 1 3 2 5 1.07
小淵沢町 1 0 0 1 0 0 1 3 2 5 0.81
白州町 0 1 0 0 0 0 0 1 2 3 0.69
武川村 1 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0.29
南都留郡 16 2 1 3 0 0 2 24 3 27 0.53
秋山村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.00
道志村 1 0 0 0 0 0 0 1 0 1 0.47
西桂町 1 1 0 1 0 0 2 5 0 5 1.01
忍野村 10 0 0 2 0 0 0 12 1 13 1.52
山中湖村 1 1 0 0 0 0 0 2 0 2 0.34
富士河口湖町 3 0 1 0 0 0 0 4 1 5 0.21
鳴沢村 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0.32
北都留郡 2 4 0 5 0 0 4 15 1 16 0.56
上野原町 2 4 0 5 0 0 4 15 1 16 0.60
小菅村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.00
丹波山村 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.00

県計 235 82 1 64 1 0 100 483 97 580 0.66 

市町村別・種類別公害苦情件数（市町村名：平成16年9月現在） 
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７ 土地利用の適正化 

 

(1)適正な土地利用に関する計画（企画課） 

①国土利用計画 

県土は、現在及び将来における県民のための限られた資源であるとともに、生活及び生産を通

ずる諸活動の共通の基盤であり、世代を超えた県民共有の資産として、未来に引き継いでいかな

ければなりません。国土利用計画は、国土利用計画法第７条の規定に基づき制定されるものです

が、公共の福祉を優先させ、地域の自然的、社会的、経済的及び文化的条件を十分に踏まえ、県

民の健康で文化的な住みよい生活環境の確保と県土の均衡ある発展を目指し、総合的かつ計画

的な県土の利用を図るための長期計画であり、県土の利用に関する行政上の諸計画の基本となる

ものです。国土利用計画（山梨県計画）は、昭和 52年３月 25日に第一次計画を策定し、その後、

平成８年３月21日に第三次計画を策定しました。 

 

②土地利用基本計画  

土地利用基本計画は、土地取引規制、開発行為の規制、遊休土地に関する措置等を実施する

ための基本となる計画であり、国土利用計画を基本とし、公害の防止、自然環境及び農林地の保

全、治山・治水等に配慮しつつ、都市計画法、農業振興地域の整備に関する法律、森林法、自然

公園法、自然環境保全法の個別の土地利用規制と相まって、適切かつ合理的な土地利用を図る

ための上位計画として位置づけられるものです。昭和 51年５月 20日策定後、土地利用の実態に

合わせて毎年見直し等を行っています。 

 

(2)適正な土地利用に関する規制等 

土地利用のあり方については、都市計画法、森林法などの規制法が定められており、それぞれ

の法目的の実現が図られています。しかし、法律は、我が国全土に適用される基本原則であるた

め、必ずしも地域の実情を反映して制定改廃されるものではありません。このため、多くの地方公

共団体では、それぞれの権能の範囲内で、地域の事情を勘案した土地利用に関する規制制度を

設けています。 

本県では、次に掲げる土地利用の規制システムを設け、法律による規制措置と相まって、全体と

して適切な県土利用が図られるよう、様々な施策を講じています。 

 

①県による土地利用規制 

ア 土地利用調整会議（企画課） 

昭和 47年に「山梨県土地利用対策推進要綱」を定め、その調整措置の一環として、県に「土地

利用調整会議」を設けました。この土地利用調整会議では、原則として10ha以上の工場、住宅、レ

クリエーション等の利用に供する目的の事業について総合的、計画的に検討を行い、土地利用に

関する諸問題を未然に防止するとともに、県土の合理的かつ有効適切な保全及び開発のための

調整を行っています。 
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イ 山梨県大規模土地利用指導要綱（企画課） 

山梨県大規模土地利用指導要綱は、大規模な土地開発が無秩序に進行することを防止するた

め、従来の法律等に基づく土地利用規制制度以外のものとして、また、総合的な土地利用規制と

して本県の主柱となるもので、各種の土地利用規制に関する条例等の母体となっているものであり、

昭和 47年に策定されました。この要綱では、工業、住宅、レクリエーション施設等の用に供する目

的で行う１ha以上の事業について指導基準を定めるとともに、10ha以上の大規模開発等の案件に

ついては土地利用調整会議への付議、検討を義務づける処理手続きについても定めています。 

 

ウ 大規模土地利用事業に関する指導指針（企画課） 

 大規模な土地利用事業は、県土の自然環境や県民生活に対して大きな影響を及ぼすことから、

土地利用の適正化を図り、良好で快適な生活環境を保全・創造していくため、「大規模土地利用

事業に関する指導指針」を策定し、平成 4年 8月 1日から施行しました。この指導指針は、「山梨

県大規模土地利用指導要綱」による事前の土地利用協議に際して、土地利用審査の上で重要な

役割を果たすものです。 

 

エ 山梨県宅地開発事業の基準に関する条例（建築指導課） 

宅地開発事業が造成区域の内外に及ぼす災害等を未然に防止し、生活環境の保全を図ること

を目的に、宅地開発事業を行うための基準を定めた「山梨県宅地開発事業の基準に関する条例」

を昭和48年に施行しました。この条例では、都市計画区域外における0.3ha以上1ha未満の宅地

開発事業について、基準に合致した設計であることの確認を受けることを義務付けています。 

 

オ 山梨県ゴルフ場等造成事業の適正化に関する条例（森林整備課） 

昭和47年頃より県下にゴルフ場造成の動きが顕著となり始めたことから、その重要性に鑑み、従

来「山梨県大規模土地利用指導要綱」によって行われていた指導をより具体的なものにするため、

全国に先駆けて昭和 48年に「山梨県ゴルフ場等造成事業の適正化に関する条例」を施行し、より

一層の適正化を図ってきました。この条例は、５ha以上の一団の土地に係るゴルフ場、遊園地等

のレクリエーション施設の造成事業を対象に必要な規制を行っています。 

 

②法律に基づく土地利用規制 

ア 都市地域における規制（都市計画課） 

都市地域における土地利用の規制の中心となるのは都市計画法です。この法は、土地利用の

規制に関して、都市計画区域及び準都市計画区域の指定、市街化区域及び市街化調整区域の

区域区分、用途地域の決定、開発行為の許可制等を定めています。 

指定地域等の数 面  積 備  考

12 86,38326市町村（11市12町3村）

市街化区域 1 5,471甲府都市計画区域

市街化調整区域 1 7,0485市町（2市3町）

（用途地域） 17 10,380市街化区域を含む

都市計画法による区域の指定状況（平成17年3月31日現在）

地域・地区等

都市計画区域
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イ 農業地域における規制（農村振興課） 

農業地域における土地利用計画の中心となるのは、農業振興地域の整備に関する法律（農振

法）です。この法では、農業振興地域の指定、農業振興地域整備計画の策定、農用地区域内に

おける開発行為の制限や農地転用の制限等を定めています。 

 
 

ウ 森林地域における規制（森林整備課・治

山林道課） 

森林地域における土地利用計画の中心と

なるものは、森林法です。この法では、森林

計画の樹立、林地開発許可制度並びに保

安林及び保安施設地区の指定並びにこれ

らの地区における土地利用行為の制限を定

めています。 

 

 

③国土利用計画法に基づく土地取引規制（県民生活課） 

国土利用計画法は、土地の投機的取引や地価の高騰を抑制するとともに、適正かつ合理的な

土地利用の確保を図るため、大規模な土地取引について届出制を設けています。平成10年9月

1日に同法が一部改正され、注視区域、監視区域等の土地取引の規制区域の指定がない場合、

土地売買等の契約締結後、２週間以内に届出を行う事後届出制となりました。※ 制度の詳細は、

県民生活課のホームページ（http://www.pref.yamanashi.jp/kikaku/seikatu/index.html)を参照。 

 

　   
        年　次

利用目的 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積 件数 面積

住　宅　地 15 11.3 10 3.3 8 3.5 5 3.7 12 8

別　荘　地 1 1.2 3 7.2 0 0 0 0 5 3

商業・生産施設 35 7.2 9 14.2 4 3.6 7 7.7 5 4.4

ﾚｸﾘエｰｼｮﾝ施設（ｺﾞﾙﾌ場を含む） 0 0 9 5.7 20 12.6 1 0.1 5 9.7

林　　　業 2 6.4 2 6 6 14.2 1 10.8 0 0

農業・畜産業 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1.3

資産保有・その他 25 35.3 25 39.2 47 77 12 37.7 17 51.3

合　　　計 78 61.4 58 75.6 85 110.9 26 60 45 77.7

土地取引届出受理状況

平成16年

      (単位:ha)

　平成１５年　平成１２年 　平成１３年 　平成１４年

 

指定地域等の数 面  積 備  考

47 293,286

農用地区域 28,624

その他の農業振興地域 264,662

農業振興地域指定状況（平成17年３月31日現在）

地域・地区等

農業振興地域 34市町村（12市13町9村）

 

  開 発 目 的 件 数 面 積

  住 宅 用 地 1 4

  土砂の採取 5 7

  工場事業場用地 2 5

  ゴルフ場 0 0

  レジャー施設 1 2

  その他 0 0

      計 9 18

平成16年度林地開発許可の実績（単位：ha）

 （１haを越える開発を対象とし、数値には変更許可を含む）
【森林整備課】

保安林指定状況は別掲【治山林道課】  

http://www.pref.yamanashi.jp/kikaku/seikatu/index.html
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3-5 魅力ある景観づくり 

 

１ 山梨県景観条例に基づく取り組み 

 

(1)景観条例制定の経緯（観光資源課） 

本県は、富士山、南アルプス、八ヶ岳、奥秩父などの雄大な山岳を背景とした眺望やこれらを源

とする河川や渓谷、歴史の流れを感じさせる神社仏閣や遺跡、街道に残る宿場の町並みなどの歴

史的文化的資産にも恵まれ、豊かな自然が織りなす美しい景観に恵まれています。また、甲府盆

地一帯には、桃やぶどうなどの果樹や田畑など多様で豊かな、個性的な景観が展開しています。 

このような、優れた景観を後世に継承するとともに、県民にとって魅力ある景観を創造し、快適な

環境を形成するため平成2年10月、「山梨県景観条例」が制定されました。この条例では、①景観

形成地域の指定、②大規模行為に関する景観形成、③公共事業等に関する景観形成及び④景

観形成住民協定等を柱としており、これまで、清里景観形成地域における届出に基づく指導、大

規模行為の届出に基づく指導、公共事業による景観形成、景観形成住民協定の認定、市町村景

観ガイドプラン策定事業への助成などの取り組みを行ってきました。 

 

(2)平成16年度における状況（観光資源課） 

①清里景観形成地域から、平成16年度には35件の届出がありました。 

②大規模行為については、平成16年度に144件の届出がありました。 

③公共事業については、農政部、森林環境部、土木部において景観に配慮した事業が行われま

した。 

④住民協定は、平成16年度までに次の13地区で締結されています。 

 

住民協定締結地区 

早川町赤沢地区、富士河口湖町西湖南地区、南アルプス市あやめが丘地区、富士河口湖町旭南地区、北杜市白州町

台ヶ原地区、増穂町大椚地区、勝沼町等々力地区、芦川村新井原地区、増穂町長沢地区、富士河口湖町浜町地区、

笛吹市八代町奈良原地区、下部町下部湯町地区、甲府市湯村３丁目地区 

 

⑤市町村が地域の景観特性を踏まえ、独自に景観形成の基本方針を策定する市町村景観ガイ

ドプラン策定事業については、平成16年度末で全市町村が策定済みです。 

 

(3)市町村景観形成資金の貸付け（市町村課） 

山梨県景観条例の施行に伴い、多様で豊かな本県の景観を保全するとともに、魅力ある景観を

創造するため、市町村が行う景観形成関連公共施設整備事業に対する貸付金として、平成３年度

に市町村振興資金の中に創設されました。また、この景観形成資金の元利償還金の 20％につい

て元利補給を行うことにより、市町村を財政的に援助するとともに、景観形成の促進を図ることにし

ました。特に、景観形成指定地域に係るものについては元利補給率を40％に引き上げています。 
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貸付対象事業 

①市町村道・橋りょうのグレードアップ、植栽、歩道のカラー舗装、法面・歩道橋の修景、街路樹の設置等 

②小規模河川の護岸・堤防の修景、緑化 

③街角公園等の整備、モニュメントの設置 

④遊歩道・石畳等の設置、水路の改修 

⑤その他公共施設の修景等景観形成事業 

 

 貸付条件は、充当率が貸付対象事業費の 75％、貸付利率は貸付日現在における財政融資資

金貸付利率の 0.5％（下限0.1％）減とし、償還方法は10年の元金均等償還であり、貸付枠は２億

円となっています。 

 

２ 景観の保全・創造に関する施策 

 

(1)みどりの街並み計画の推進（みどり自然課） 

 本県は豊かな自然と美しい景観に恵まれていますが、市街地では、都市化の進展などに伴い自

然との共生を感じる身近な緑が減少傾向にあります。都市の緑は、植物の二酸化炭素の吸収と蒸

発散作用等によるヒートアイランド現象の緩和、避難空間の形成や延焼防止等による防災性の向

上、潤いのある都市景観の形成など多様な機能を有しており、快適で安全な都市生活を実現する

うえで、欠かせない重要な役割を果たしています。 

  このため、県では緑に包まれた快適な都市環境を創造するため「みどりの街並み計画」を策定し

ました。みどりの街並み計画は、みどりの創出、みどりの保全、みどりを育てる仕組みの３つの柱に

よって構成されており、都市における環境保全、都市景観、防災等の諸機能を効果的に発揮でき

るよう、長期的視点に立ち、系統的に緑地を配置し、県、市町村、住民が一体となって積極的に緑

化を推進していくものです。 

 また、平成 16年 3月に策定された新たな「山梨県緑化計画」（計画期間：平成 16年～平成 25

年）の市街地に関わる部門計画として位置づけられています。 

 

①みどりの街並み計画の概要 

ア 都市のみどりの創出 

  都市公園の整備を進めるとともに、県有施設等公共施設の緑化、街路樹等による道路の緑化、 

水辺空間と一体となった河川沿いの緑化など、豊かさを実感できる身近な空間における緑の整備

を計画的、系統的に推進します。また、緑地協定や景観形成住民協定の締結による住民の自主

的な緑化を推進するなど、民間の緑の整備を促進します。 

イ 都市のみどりの保全 

  都市の良好な自然的環境を保全するため、緑地保全地区の指定や風致や景観に優れた地区

について風致地区の指定、見直しを行うとともに、貴重な緑地の公有地化、市町村の緑化保全事

業の支援など、緑の資源を保全し保護育成を図ります。 

ウ みどりを育てる仕組み 

  不要樹木の有効活用を図るグリーンバンク制度の拡充や緑の募金、緑の基金事業の充実など、
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緑化推進体制の整備を進めるとともに、普及啓発活動を通じて地域住民の緑化に対する関心を広

げ、住民参加により行政と一体となった緑化の推進を図ります。 

 さらには、緑づくりの意義を理解し、住民による自主的な緑づくりの展開がされるよう、その環境整

備を進め、また、緑の質を維持向上させるため、管理体制の充実を図ります。 

 

《平成16年度事業》 

・緑の風景創造事業 2箇所 

  みどりの街並み計画対象区域内などの県有施設の緑化整備 

・グリーンバンク事業 93本 

住宅の増改築や道路工事等で不要となった大型緑化樹の再利用 

・緑サポーター養成研修の実施  サポータ－養成者数18人 

県民が主体となって行う緑化活動を支援するため樹木医養成研修 

 

(2)緑の風景創造事業（みどり自然課） 

①県事業 

 みどりの街並み計画区域及びその周辺区域の緑被率の向上を図るとともに、みどりの街並みに

よる快適なコミュニティーの場を創出するため、その中心施設となる県有施設を対象に、大型樹、

郷土種の植栽を中心とした緑化工事を行いました。 

  （平成16年度実施箇所：かえで養護学校・育精福祉センター） 

 

②市町村事業 

緑を活かした快適な生活環境の確保、農村や都市近郊地域としての質の高い緑の創出を図る

ため、地域のモデルとなる市町村施設の緑化整備に補助しました。 

 （平成16年度実施箇所：韮崎小学校（韮崎市）、近津用水（石和町）、押原小学校（昭和町）） 

 

(3)巨樹・名木の保全（みどり自然課） 

 県内に数多く存在し、ふるさとのシンボルとなっている巨樹・名木の適切な保全を図るために、巨

樹・名木保全マニュアルを作成して、市町村等に配付しました。 

（配付数 マニュアル500部、リーフレット 2,000部）                               

 

(4)公園・緑地の整備（都市計画課） 

 地域の自然や歴史、産業などの特色を生かし、広域的な利用に供する大規模な公園の整備を

進めるとともに、市町村が設置する身近な都市公園の整備を促進します。 

①大規模な公園の整備 

良好な風致・景観を備えた地域環境を形成するとともに、自然とのふれあいや広域的なレクリエ

ーション活動などの場を提供するため、地域の自然や歴史、産業などの特色を生かした大規模な

公園の整備を進め、平成16年度は桂川ウェルネスパ－クの整備を行いました。 

 

②身近な公園の整備 
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住民の休養、散歩、コミュニケーションの場としての利用など、快適な生活空間を提供する身近

な公園の整備を促進し、平成16年度は市町村において身近な公園（住区基幹公園）４公園、その

他公園（都市基幹公園）４公園の整備を行いました。 

 

(5)やまなしの歴史文化公園の整備（観光資源課） 

本県は、美しい自然環境に恵まれていますが、この風土のなかで育み築かれてきた歴史的文化

的資産も豊富です。 

県では、このような郷土の歴史的文化的資産と周囲の自然景観が一体をなしている地域を「や

まなしの歴史文化公園」として指定（平成17年３月末現在：17市町村の25公園）し、その保全と適

正な活用を図っています。各地域では、これらの公園のもつ歴史的文化的資産を再認識し、住民

自ら守り育てていく気運を高めるための取り組みが行われています。 

  

(6)甲府城跡保存活用等の検討（学術文化財課） 

  県指定史跡甲府城跡は昭和43年の史跡指定時に実施された学術調査において「天守閣は存

在しない。」と結論づけられましたが、平成 2年以来実施されてきた舞鶴城公園整備事業に伴った

発掘調査の成果などから、近年、天守閣は一時期存在していた可能性が高いとされるなど、甲府

城のさらなる活用を考える時にきています。 

  このため、天守閣につながる未発見史料の追跡や、先行する天守閣等の復元事例を調査研究

し、甲府城跡における天守閣復元の可能性を中心とした広範な調査検討（平成17年度～平成19

年度の3年間）を行うため、平成17年6月には学識経験者10名で構成する「甲府城跡保存活用

等調査検討委員会」を立ち上げ、調査先の検討、調査計画の検討等を行っています。 

 なお、関係資料の収集業務委託については業者の選定を行い、全国規模で資料の収集を行う

作業を進めています。 

 

(7)文化財保存事業費の補助（学術文化財課） 

  文化財は、長い歴史の営みの中で伝承され発展してきたものであり、本県文化の礎でもあります。  

また、多くの場合、文化財はそれが伝わる地域の象徴でもあり、地域の景観を形作る重要な要素と

もなっています。 

  県では、国指定及び県指定文化財の所

有者が行う修理等保存事業に対し助成を行

うことにより、貴重な文化財の保存・活用を

積極的に進めています。 

 

(8)建築文化賞による顕彰（建築指導課） 

山梨県建築文化賞顕彰事業は、地域の

周辺環境の向上に資し、景観上又は機能

性等に優れた建築物等を表彰することによ

昭和町立押原小学校 

（平成１６年度建築文化賞） 
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り、魅力と風格のある文化的で快適なまちづくりに寄与するとともに、まちなみ景観に対する意識の

高揚を図ることを目的としています。表彰部門は、住宅建築、一般建築物等、公共建築物等、良好

なまちなみ景観を形成している建築物等の４つの部門があります。 
平成 16年度は、山梨県建築文化賞審査委員会の審査により、114件の応募作品の中から、建

築文化賞１件、建築文化奨励賞４件が受賞しました。   
 

３ 公共事業における景観形成 

   

(1)農村景観形成事業（耕地課） 

本事業は、県内の農山村が長い時間をかけて形成してきた固有の特徴ある景観を、県民の貴

重な財産として将来に亘って保全、育成し、農山村の環境をより良いものにしていくために修景施

設整備、親水施設整備、休養施設整備などを実施しています。また、この事業を地域のむらづくり

とも関連させて、集落機能を維持・強化するとともに、地域の活性化を促すことにも力を入れていま

す。平成 16年度には、山梨市、笛吹市、中富町、南アルプス市で県営県単事業として実施しまし

た。 

 

(2)林業施設景観形成事業(治山林道課) 

本県の豊かな自然と優れた景観を維持し、保全していくため、林道事業及び治山事業にかかる

施工箇所、施設等で眺望上景観形成が必要なものについて、自然と調和した修景工事を行って

います。また、更に森林の持つ多面的な機能の総合的な発揮と均衡ある県土の保全を図るため、

森林の環境保全機能と景観機能の強化に向けた施業も実施しています。 

 

(3)人と自然にやさしい森林環境整備事業（治山林道課） 

森林や山村地域に設

置された治山施設や林

道は、県土の保全や林

業・山村の振興に大きな

役割を果たしていますが、

設置した施設には年月

の経過等により、人の利

用に支障が生じ、周囲

の環境や景観上の配慮

が不足しているものがあ

ります。 

このため、生態系や

森林環境への負担の少

ない資材や工法を取り入れた林道、治山施設等の改良や簡易な工作物の設置を行うことにより、

人と自然にやさしい森林環境整備を行い、森林の景観形成を図っています。 

           事  業  名   事 業 費            備       考

林道修景事業 33,333 法面対策工　

治山修景事業 36,773 治山ﾀﾞﾑ対策工等

県有林野内修景事業 6,000 不要木除去等の森林整備

計 76,106

            箇  所  数   事 業 費             備     考

8 85,401
 木製階段工・木製進入防止柵・木
製流路工・木製標識工・木製ベン
チ・木製防護柵　等

平成16年度林業施設景観形成事業実績（単位：千円）

平成16年度人と自然にやさしい森林環境整備事業実績（単位：千円）
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４ 屋外広告物の適正化（建築指導課） 

 

(1)屋外広告物条例制定の経緯 

屋外広告物は、県民の日常生活に必要な情報を提供する媒体であるとともに、地域の活性化や

個性化に大きな役割を果しています。しかし、無秩序な掲出は地域の美観や自然景観を損なうば

かりか、場合によっては公衆への危害を及ぼす危険性を生じさせることになります。 

このため、県では屋外広告物条例を定め、地域の良好な景観の形成や風致を維持するよう規制

を行うとともに、定期的な監視及び講習会を開催し普及啓発に努めてきました。さらに「地域の美化

は地域から」を前提に、取締りの一部をボランティアとして県民に委嘱しています。  

 

(2)屋外広告物の適正化の推進 

県では、平成16年度に地域の良好な景観の形成や風致を維持するため、屋外広告物に関

する指導や規制、広告主等に対する意識啓発等を行いました。 

実施内容は、次のとおりです。 

①違反広告物に対する年間を通しての指導及び一斉取締り（２回）の実施。 

②屋外広告物に関する講習会（１回）の実施。 

③山梨県屋外広告物審議会（１回）の実施。 


